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第 ２ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成26年４月24日(木曜日) 

            午後２時０分開議 

            午後４時38分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成26年度主要事業等説明 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 髙 木 健 次 

        副委員長 泉   広 幸 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 早 田 順 一 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 松 葉 成 正 

政策審議監 寺 島 俊 夫 

医 監 岩 谷 典 学 

長寿社会局長 山 田 章 平 

子ども・障がい福祉局長 田 中 彰 治 

健康局長 山 内 信 吾 

健康福祉政策課長 渡 辺 克 淑 

首席審議員兼         

健康危機管理課長 一   喜美雄 

高齢者支援課長 中 島 昭 則 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 池 田 正 人 

社会福祉課長 吉 田 雄 治 

子ども未来課長 福 田   充 

子ども家庭福祉課長 藤 本   聡 

障がい者支援課長 松 永   寿 

医療政策課長 立 川   優 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

健康づくり推進課長 下 村 弘 之 

薬務衛生課長 窪 田 吉 晴 

病院局 

病院事業管理者 河 野   靖 

総務経営課長 林 田 浩 稔 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 甲 斐   博 

政務調査課主幹 山 鹿 公 嗣 

――――――――――――――― 

  午後２時０分開議 

○髙木健次委員長 それでは、ただいまか

ら、第２回厚生常任委員会を開会いたしま

す。 

 開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上

げます。 

 第１回厚生常任委員会で委員長に選任いた

だきました髙木健次です。今後１年間、泉副

委員長とともに、誠心誠意円滑な委員会運営

に努めてまいりたいと思いますので、どうぞ

よろしくお願いを申し上げます。 

 委員各位におかれましては、御指導、御鞭

撻をいただきますよう心からお願いを申し上

げます。 

 また、健康福祉部長、病院事業管理者を初

めとする執行部の皆様方におかれましても、

御協力のほどをよろしくお願い申し上げま

す。 

 簡単でございますが、御挨拶にかえさせて

いただきます。 

 続いて、泉副委員長から挨拶をお願いしま

す。 
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○泉広幸副委員長 御挨拶を申し上げます。 

 第１回の厚生常任委員会で副委員長に選任

をいただきました泉広幸でございます。今後

１年間、髙木委員長を補佐し、一生懸命円滑

な委員会運営に努めてまいりますので、どう

ぞよろしくお願い申し上げます。 

 委員各位、また執行部の皆様方の御協力を

よろしくお願い申し上げまして、挨拶とさせ

ていただきます。 

 お世話になります。 

 

○髙木健次委員長 本日の委員会は、執行部

を交えての初めての委員会でありますので、

執行部の幹部職員の自己紹介をお願いしま

す。 

 自己紹介名簿に従い、課長以上の紹介をお

願いします。 

 なお、審議員、課長補佐等につきまして

は、お手元の委員会資料の役付職員名簿のと

おりであります。 

 それでは、健康福祉部、病院局の順でお願

いします。 

  （健康福祉部長～薬務衛生課長、病院事

業管理者～総務経営課長の順に自己紹

介) 

○髙木健次委員長 どうもありがとうござい

ました。 

 １年間、このメンバーで審議を行いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、主要事業等の説明に入ります

が、質疑については、執行部の説明を求めた

後に、一括して受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は簡潔にお願いいたします。 

 また、本日の説明等を行われる際、執行部

の皆さんは着席のままで行ってください。 

 まず、健康福祉部長から総括説明を行い、

続いて、担当課長から資料に従い説明をお願

いします。 

 初めに、松葉健康福祉部長。 

 

○松葉健康福祉部長 まず、健康福祉部の概

要について御説明申し上げます前に、高病原

性鳥インフルエンザへの県の対応状況につい

て御報告いたします。 

 今月13日に感染の疑いがある鶏を確認後、

直ちに、知事を本部長とする対策本部を立ち

上げ、１、迅速な初動対応、２、ウイルスの

封じ込め、３、監視体制の強化、４、風評被

害防止のための広報の４原則のもと、県庁一

丸となって対応してまいりました。 

 また、初動の段階から、市町村初め多くの

関係団体に御協力をいただきました。さら

に、自衛隊員の派遣を得て、感染の疑いがあ

る鶏を確認後、72時間の期限内には、殺処

分、埋設、農場の消毒など、一連の防疫措置

を完了することができました。 

 健康福祉部におきましては、直ちに医師、

薬剤師、保健師等の職員を現地に派遣し、24

時間体制で防疫作業従事者の健康観察等を行

いました。また、風評被害防止のための周

知、広報を行うとともに、県民の方々からの

相談に対応してまいりました。 

 現時点では新たな発生はなく、県としまし

ては、引き続き、監視体制、消毒ポイントを

継続し、万全の体制で臨んでまいります。 

 続きまして、平成26年度の健康福祉部の概

要について御説明申し上げます。 

 議題といたしましては、平成26年度主要事

業及び新規事業について提出しております。

 まず、当部の組織機構についてですが、昨

年度に引き続き、３局12課１課内室という体

制で取り組んでまいります。なお、社会福祉

課では、生活困窮者の自立支援対策を強化す

るため、また、健康づくり推進課では、がん

対策をより効果的に行うために、それぞれ班

の改編を行っております。 

 次に、平成26年度の健康福祉部当初予算に

ついてですが、幸せ実感くまもと４カ年戦略

に掲げた長寿を楽しむなどの取り組みについ
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て、さらなる加速化と成果の見える化を進め

るとともに、核心を突く取り組みを積極的に

展開することを主眼に、総額1,329億9,000万

円余の予算を計上いたしております。 

 平成25年度当初予算と比較しますと、54億

6,000万円余の増額となっていますが、その

主な理由は、子育て支援を行う安心こども基

金事業等が平成25年度は補正予算での対応で

あったこと、また、介護保険や国民健康保険

等に係る負担金の増加が見込まれることなど

であります。 

 次に、施策の主な内容ですが、長寿を楽し

むための取り組みについては、健康長寿の基

盤となる歯及び口腔の健康づくりを進めるた

め、フッ化物洗口の県内全小中学校での実施

を目指して取り組んでまいります。あわせ

て、企業や団体等と連携し、健康寿命を延ば

すための取り組みを県民運動として推進して

まいります。 

 また、医療や介護が必要になっても住みな

れた地域で安心して暮らし続けることができ

るよう、地域包括ケアシステムの構築に向

け、訪問看護体制の整備など在宅医療を推進

します。また、介護保険制度の見直しに伴

い、市町村の役割が今後ますます重要になる

ことから、新たに市町村における医療と介護

の連携モデルの構築に取り組むとともに、市

町村が介護予防や生活支援サービスを円滑に

実施できるよう支援してまいります。 

 さらに、認知症高齢者を地域で支えるた

め、養成数が19万人を超え、人口比で５年連

続日本一となった認知症サポーターについ

て、地域で活発に活動できるよう取り組みを

強化します。あわせて、認知症医療体制につ

いて、３層構造の熊本モデルの構築に向けた

取り組みを推進するとともに、この熊本モデ

ルをアジア各国に向けて発信してまいりま

す。 

 また、尐子高齢化が進む中、医療及び介護

の人材確保は引き続き喫緊の課題となってい

ます。修学資金貸し付けなどの従来からの取

り組みに加え、職員の処遇改善などに取り組

んでいる社会福祉施設を表彰する取り組み

を、新たに実施してまいります。 

 次に、子どもの育ちと若者のチャレンジを

応援するための取り組みについてですが、主

に熊本市とその周辺部で生じている保育所入

所待機児童の解消に向け、引き続き保育所整

備を支援するとともに、家庭的保育など保育

所を補完する事業に取り組んでまいります。

あわせて、保育士の確保対策を進めてまいり

ます。 

 また、子供たちが病気になっても安心な環

境のもとで過ごせるよう、病児・病後児保育

が県内全域で利用できる体制づくりを進めて

まいります。 

 次に、障がいのある人が暮らしやすい熊本

に向けた取り組みについては、発達障害児者

の早期発見、早期支援や、発達障がい者支援

センターを拠点として相談支援、就労支援に

取り組むとともに、新たに、身近な地域で発

達障害に対応できる医師を確保するなどの医

療体制整備を進め、ライフステージに応じた

切れ目のない支援体制を構築してまいりま

す。 

 次に、夢を叶える教育に向けた取り組みに

ついては、就業や子育てなどに関するさまざ

まな困難に直面しているひとり親家庭等を対

象に、より一層の自立に向けて、就労から子

育て、子供の学習支援まで総合的に支援して

まいります。 

 次に、災害に負けない熊本については、熊

本広域大水害の被災者の痛みの最小化に向

け、阿蘇市の応急仮設住宅において、期限ま

でに自立再建が難しい入居者の方々が、引き

続き住むことができるよう支援してまいりま

す。 

 以上、概略を申し上げましたが、詳細につ

きましては、関係各課長が説明いたしますの

で、よろしくお願い申し上げます。 



第２回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年４月24日) 

 - 4 - 

 

○髙木健次委員長 引き続き各課長から説明

をお願いします。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 委員会資料の平成26年度主要事業及び新規

事業の２ページをお願いいたします。 

 まず、保健・医療の推進でございますが、

説明欄１の保健医療計画の推進につきまして

は、本県の保健医療分野の基本的な指針であ

ります第６次保健医療計画に基づき、いつま

でも健康で安心して暮らせるの実現に向け、

各種施策に取り組んでまいります。 

 次に、地域福祉の推進についてでございま

す。 

 説明欄１の地域福祉計画推進・支援事業

は、第２期熊本県地域福祉支援計画に掲げて

おります、ともに支え合う社会づくりに向け

た取り組みの着実な推進を図るとともに、各

市町村の地域福祉計画に掲げられた取り組み

を支援してまいります。 

 主な取り組みとしまして、(1)の地域の縁

がわ彩り事業は、子供や高齢者、障害者な

ど、地域住民の誰もが気軽に集い、支え合う

地域の拠点となる地域の縁がわを整備するも

ので、熊本モデルとして全国からも高い評価

を受けております。現在、443カ所で地域の

縁がわとしての取り組みが行われており、平

成27年度末までに500カ所を目標として整備

を進めてまいります。 

 次に、(2)の地域の結いづくり活き活き事

業につきましては、小学校区や自治会など身

近な地域で、住民同士が支え合い、見守りや

声かけなどを行う小地域ネットワーク活動の

充実、推進を図るとともに、地域の見守りに

民間事業者にも参加いただく熊本見守り応援

隊の普及啓発に取り組んでまいります。 

 (3)の地域の支事おこし事業につきまして

は、地域の縁がわができる限り自立して運営

できるように、商品開発や事業化などの取り

組みを支援してまいります。 

 ３ページをお願いいたします。 

 説明欄２の福祉・介護人材の確保のうち、

(1)福祉・介護人材緊急確保事業につきまし

ては、介護福祉士などの福祉・介護分野の人

材不足を踏まえ、新たな人材の掘り起こしや

潜在的な有資格者への就労支援などを行い、

人材の参入、確保の取り組みを推進してまい

ります。 

 (2)の社会福祉施設人材確保応援事業は、

職員の処遇改善などに取り組み、職員の定着

率向上に結びつけている優良社会福祉施設を

表彰し、広く紹介することにより、福祉・介

護分野のマイナスイメージを払拭するととも

に、処遇改善等の取り組みを促し、人材の確

保を図るもので、今年度の新規事業でござい

ます。 

 次に、やさしいまちづくりの推進について

でございます。 

 まず、説明欄１のやさしいまちづくり計画

の推進につきましては、高齢者や障害者等の

社会参加を促進するため、第３期やさしいま

ちづくり推進計画に掲げた取り組みの推進を

図ってまいります。 

 主な取り組みとしまして、(1)のハートフ

ルパス制度の推進、拡充につきましては、障

害者用駐車場の適正利用の促進を図るため、

駐車場利用証を発行するハートフルパス制度

について、制度の周知と協力施設の拡充を図

ってまいります。 

 (2)の「おでかけ安心トイレ」の普及促進

事業につきましては、高齢者や障害者等の外

出を支援するため、車椅子対応などの基準を

満たすトイレを備えた協力施設を募集、登録

し、広く情報提供を行ってまいります。 

 ４ページをお願いいたします。 

 (3)のハートフルサポーター育成事業につ

きましては、高齢者や障害者と接する機会の

多いサービス業の従業員を対象に、障害の特
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性や対応方法等に関する研修を実施し、誰も

が外出しやすいまちづくりを推進してまいり

ます。 

 最後に、災害救助対策の推進についてでご

ざいます。 

 説明欄１の災害派遣福祉チーム(熊本ＤＣ

ＡＴ)事業につきましては、災害発生時の避

難所等で高齢者や障害者などを支援する熊本

ＤＣＡＴの活動に備え、傷害保険への加入や

研修を実施いたします。 

 説明欄２の災害救助事業につきましては、

熊本広域大水害における応急仮設住宅の借り

上げや管理に要する経費について助成を行う

とともに、阿蘇市の応急仮設住宅について、

災害救助法の期限までに自立再建が難しい入

居者の方が引き続き住むことができるよう、

基礎部分の改修を行うこととしております。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 

○一健康危機管理課長 ５ページをお願いい

たします。健康危機管理課でございます。 

 まず、健康危機管理対策でございます。 

 感染症や食中毒など健康危機事案発生時の

迅速な対応を図るため、関係機関と連携し、

原因究明や拡大防止に取り組んでまいりま

す。 

 次に、感染症対策でございます。 

 １の感染症発生動向調査事業及び感染症予

防事業でございます。 

 感染症の発生予防及び蔓延防止を図るた

め、感染症発生動向調査や腸管出血性大腸菌

等感染症等の事業に対する積極的疫学調査や

病原体検査を実施します。 

 ３の肝炎対策事業でございます。 

 肝炎対策を推進するため、肝炎治療に係る

医療費助成、肝炎ウイルス検査の実施、診療

連携ネットワークの連携、肝炎患者サロンの

開催を進めていきます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ４の結核検診事業及び結核対策特別促進事

業でございます。 

 結核患者が発生した場合、迅速に接触者の

調査、健診を実施し、感染拡大防止に努めま

す。結核登録者、回復者についても、再発防

止のために、精密検査等を行います。 

 また、結核患者の治療支援として、治療中

断をなくすため、ＤＯＴＳ、いわゆる直接服

薬確認の推進や、治療内容の検証、評価を行

うコホート検討会を開催します。 

 ５の風しん対策事業でございます。 

 乳児に先天性異常を起こす先天性風疹症候

群を防止するため、妊娠を希望する女性に対

し抗体検査を実施します。また、抗体検査で

予防接種が必要と判断された者に予防接種助

成を実施する市町村に対して助成します。 

 次に、新型インフルエンザ等対策でござい

ます。 

 平成25年12月に策定した熊本県新型インフ

ルエンザ等対策行動計画に基づき、新型イン

フルエンザの発生に備えて、抗インフルエン

ザウイルス薬の備蓄や医療機関における人工

呼吸器の整備、初動対応の訓練、研修を実施

します。 

 次に、食品の安全確保対策でございます。 

 １の食品営業監視事業でございます。 

 食品衛生法に基づき、毎年食品衛生に関す

る監視指導計画を定め、県内で流通する食品

等の安全確保を図るため、保健所に配置して

いる食品衛生監視員による監視指導を実施し

ます。 

 また、監視指導計画の策定に当たっては、

過去の違反事例等の状況を踏まえ、監視対象

施設のランクづけを行い、監視業務を効率

的、重点的に実施します。 

 ７ページをお願いいたします。 

 次に、４のと畜検査事業、ＢＳＥ食肉検査

体制整備事業及び食鳥肉処理安全対策事業で

ございます。 

 屠畜場、食鳥処理場で食肉として処理され

る牛、豚、馬及び食鳥について、食肉検査と
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施設の衛生指導を行います。 

 株式会社熊本畜産流通センターが平成26年

３月に取得した対米等輸出牛肉の施設認定に

ついて、認定を維持できるよう指導を行いま

す。 

 食用に供される48カ月齢を超える牛につい

て、ＢＳＥ検査を実施し、食肉の安全確保を

図ります。 

 最後に、動物の愛護管理でございます。 

 １の犬取締事業及び動物愛護管理事業でご

ざいます。 

 狂犬病予防法、動物愛護管理法に基づく犬

の捕獲、犬、猫の引き取り、譲渡、処分等を

行います。 

 また、動物愛護、終生飼育を推進するた

め、動物とのふれあい方教室など、動物愛護

業務を実施します。 

 健康危機管理課の主要事業及び新規事業は

以上でございます。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 委員会説明資料の８ページをお願いいたし

ます。 

 まず、項目欄、高齢者福祉計画・介護保険

事業支援計画等に関することでございます。

 説明欄をお願いいたします。 

 １の新規事業、高齢者福祉計画・介護保険

事業支援計画等次期計画策定事業でございま

す。 

 本県の社会福祉審議会高齢者福祉専門分科

会保健福祉推進部会等の意見を踏まえまし

て、今年度中に次期、第６期の高齢者福祉計

画・介護保険事業支援計画等を策定するもの

でございます。 

 次に、項目欄、元気高齢者に対する取り組

みでございます。 

 説明欄１、高齢者の生きがいと健康づくり

の推進の(1)明るい長寿社会づくり推進事業

でございますが、高齢者の社会参加を促進

し、生きがいと健康づくりを推進するため、

高齢者の社会参加活動につきましての普及啓

発、高齢者のスポーツ・文化交流事業などを

行います熊本さわやか長寿財団に対して助成

するものでございます。 

 次に、(2)高齢者能力活用推進事業でござ

いますが、高齢者の就労などを支援するた

め、無料相談・無料職業紹介事業を実施する

熊本さわやか長寿財団に対して助成するもの

でございます。 

 次に、２の老人クラブ活動の推進の(1)

県・市町村老人クラブ連合会活動推進事業で

ございますが、高齢者の生きがいや健康づく

りと高齢者の介護予防を推進する活動を行う

県・市町村老人クラブ連合会の運営費や活動

費に対して助成するものでございます。 

 (2)のシルバーヘルパー活動推進事業でご

ざいますが、ひとり暮らしの高齢者宅等へ友

愛訪問活動を行うシルバーヘルパーの養成な

どを県老人クラブ連合会に委託するものでご

ざいます。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 項目欄、要介護高齢者に対する取り組みで

ございます。 

 説明欄１の介護基盤整備の(1)介護基盤緊

急整備等事業でございますが、地域密着型介

護施設等の整備を実施する市町村に対し助成

するものでございます。 

 なお、この事業の平成26年度当初予算額

は、昨年度、平成25年度当初予算額14億8,00

0万円余に対しまして、４億円余となってお

りまして、差し引き10億8,000万円余の減尐

となっております。これは、平成26年度の所

要見込み額は12億8,0000万円余と、昨年度、

25年度と同程度の整備見込みとなっていると

ころでございますが、国による基金の積み増

しがなかったことから、基金の残額分のみを

計上しているものでございます。 

 なお、所要見込み額との差額の８億8,000
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万円余につきましては、県の予算を通りませ

ん国の市町村交付金事業、地域介護福祉空間

整備等施設整備交付金を活用し、市町村のほ

うで整備されることとなっております。 

 次に、(2)の新規事業、老人福祉施設整備

等事業でございますが、特別養護老人ホーム

の老朽化の解消及びユニット化の推進のた

め、特別養護老人ホームの改築を行う社会福

祉法人に対し助成するものでございます。 

 次に、２の施設開設準備経費助成特別対策

事業でございますが、特別養護老人ホームな

どの介護施設等の開設を円滑に進めるため、

開設前の介護職員等の雇い上げや職員研修な

どを行います介護サービス事業者に対し助成

するものでございます。 

 ３の新規事業、看取り空間整備支援事業で

ございますが、特別養護老人ホーム入所者が

施設内で安心して最期を迎えることができる

環境を整備するため、特別養護老人ホーム内

にみとり室を整備する社会福祉法人に対し助

成するものでございます。 

 次に、４の介護人材確保対策推進事業でご

ざいますが、介護人材の確保を目的とした協

議会の開催や広報啓発などを行うものでござ

います。 

 最後に、５の新規事業、長寿を支える地域

の介護職員等研修支援事業でございますが、

介護サービスの質の向上を図るため、研修に

派遣する現任の介護職員等の代替職員の雇用

に要する費用の一部を介護サービス事業者に

対し助成するものでございます。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 説明資料の10ページをお願いいたします。 

 主なものを御説明いたします。 

 まず、項目欄、地域包括ケアの推進です

が、説明欄の１の新規事業、地域包括ケア推

進体制強化事業は、高齢者等の地域での生活

を支えます地域包括ケアシステムの構築に向

けまして、医療と介護の連携促進のモデルづ

くり、それから、その普及を図りますととも

に、地域包括支援センターにアドバイザーを

派遣し、市町村や地域包括支援センターの機

能強化を図ってまいります。 

 １つ飛びまして、次に、３の訪問看護推進

等在宅療養支援体制づくり事業は、地域包括

ケアシステムの構築に向けまして、各保健所

に非常勤の専門職を配置しまして、関係機関

との連携促進、それから訪問看護提供体制の

整備を進めるための働きかけ、普及啓発など

を行ってまいります。 

 ４の訪問看護推進人材育成事業、それから

５の訪問看護ステーション等立上げ支援事

業、６の訪問看護ステーションサポートセン

ター事業は、これは、いずれも訪問看護体制

の充実を図るためのものでございまして、４

の事業で、訪問看護師を養成しますととも

に、５の事業で、県内全域で訪問看護が利用

できる体制を整備できるように、山間部など

条件が不利な地域で訪問看護ステーションを

立ち上げます事業者に対して助成を行いま

す。６の事業で、訪問看護ステーションから

のさまざまな相談の窓口となりますサポート

センターを運営します県看護協会に助成を行

うものでございます。 

 次に、11ページをお願いします。 

 ７の新規事業、介護予防・生活支援サービ

ス構築支援事業は、介護保険の予防給付のう

ち、訪問介護と通所介護が市町村の地域支援

事業へ移行する制度改正に市町村が適切に対

応し、介護予防・生活支援サービスが充実さ

れますよう、研修やアドバイザーの派遣を行

います。 

 ８の中山間地域等在宅サービス提供体制モ

デルづくり事業は、中山間地域等におきまし

て、地域住民と連携いたしまして、在宅サー

ビスの提供体制づくりを進める市町村等を支

援し、その事例を各地域に普及してまいりま
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す。 

 次に、項目欄、認知症対策ですけれども、

説明欄の１の認知症診療・相談体制強化事業

は、認知症医療体制の確立、それから相談体

制の充実を図りますもので、(1)の早期診断

などに対応します認知症疾患医療センター、

それから、(2)の県民からの相談窓口、認知

症ほっとコールの運営などを行ってまいりま

す。 

 ２の「熊本モデル」認知症疾患医療機能強

化事業は、熊本モデルと呼ばれます本県の認

知症医療体制をさらに充実させますために、

熊大と連携いたしまして、認知症専門医等を

養成し、市町村における認知症の早期発見、

早期対応を支援してまいります。 

 次に、12ページをお願いいたします。 

 飛んで、４の新規事業「熊本モデル」地域

を支える認知症介護人材育成事業ですけれど

も、熊本モデルと呼ばれます事業体制と連携

する介護側の質の充実を図りますもので、介

護施設等における認知症ケアの質の向上を図

り、介護施設が持つノウハウを生かした地域

連携の推進を担う人材を育成してまいりま

す。 

 ５の認知症サポーター活動活性化事業は、

認知症の方の見守りや話し相手になるなど、

認知症サポーターにさまざまな活動を行って

いただけるよう、研修や活動費の助成などの

支援を行ってまいります。 

 ６の若年性認知症対策事業は、若年性認知

症の方がその特性に応じたサービスを受けら

れますよう、介護施設等におけるケアの質の

向上に向けた研修などの支援を行ってまいり

ます。 

 ７の「熊本モデル」アジア交流促進事業

は、熊本モデルとして注目されております本

県の認知症医療体制等につきまして、国際交

流促進員を配置して、アジアに広く情報を発

信しますとともに、認知症をテーマとした交

流を促進してまいりたいと思っております。 

 次に、項目欄、介護保険制度の運営ですけ

れども、説明欄１の新規事業、第15回介護保

険推進全国サミットinくまもと開催費助成等

事業は、第15回介護保険推進全国サミットが

熊本市で開催されますことから、開催経費の

一部を熊本市実行委員会に対し助成いたしま

す。 

 それから、次に、13ページをお願いいたし

ます。 

 ２の第６期介護保険事業計画策定支援事業

は、平成27年度から第６期介護保険事業計画

の策定を進めます市町村へ情報提供、それか

ら研修を行いまして、市町村において介護保

険が適切に運営されるよう支援を行うもので

す。 

 ３の介護給付費県負担金交付事業及び４の

地域支援事業交付金交付事業は、市町村が行

います介護保険給付、それから市町村が地域

の実情に応じて実施いたします介護予防や日

常生活などの事業に対しまして、法に定めら

れた負担割合に応じて負担を行うものです。

 認知症対策・地域ケア推進課は以上でござ

います。 

 

○吉田社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 14ページをお願いいたします。 

 まず、生活困窮者への支援強化についてで

ございますけれども、１、生活保護、(1)動

向についてでございます。 

 備考欄に掲げておりますとおり、平成８年

度以降増加傾向が続いております。直近の数

字を説明欄の表に載せておりますけれども、

本年１月現在の生活保護率は、県全体で人口

1,000人当たり14.6人となっております。 

 次に、主な取り組みでございます。 

 ①適正な制度の運営につきましては、生活

保護を必要とする方が適切に保護され、受給

要件を満たさない者が不当に受給することが

ないよう、各福祉事務所への指導、監査等を
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通じて、福祉事務所の資質の向上に取り組ん

でまいります。 

 ②自立支援につきましては、被保護者の就

労意欲を喚起する事業、保護世帯の子供に対

して学習支援などを行う事業、さらには、15

ページになりますけれども、精神科病院等を

退院した被保護者が居宅生活を継続できるよ

う支援する事業に取り組んでおります。 

 それから、昨年度から開始いたしました中

間的就労体験支援事業につきましては、就労

にふなれな被保護者に対しまして、就労訓練

やボランティア活動等のいわゆる中間的就労

を通じて、就労への意欲を高め、求職活動に

つなげていくことができるように支援するも

のでございまして、今年度も引き続き取り組

みを進めてまいります。 

 ２の生活困窮者対策についてでございま

す。 

 厳しい経済情勢や家族形態の変化等によ

り、生活に困窮する方が増加しておりまし

て、生活困窮者自立支援法が平成27年４月１

日から施行されます。 

 このため、(2)主な取り組みとしまして、

 ①ホームレス対策事業では、ホームレスが

起居する場所を巡回する巡回指導、一時宿泊

所を提供する事業などに取り組んでおりま

す。 

 ②の住宅手当緊急特別措置事業につきまし

ては、就労能力や意欲はあるものの、離職を

余儀なくされた方の中で、住宅を失うか、失

う恐れのある方に対して住宅手当を支給する

ものでございます。 

 ③の生活保護世帯からの進学応援資金貸付

事業につきましては、生活保護世帯の子供が

大学等へ進学することを応援するために、修

学期間中の生活費の貸し付けを行うものでご

ざいます。 

 16ページをお願いいたします。 

 ④矯正施設等退所者社会復帰支援事業につ

きましては、高齢や障害のため、福祉的な支

援を必要とする刑務所等矯正施設退所者につ

いて、退所後に直ちに福祉サービスにつなげ

るためのセンターを設置して、退所者の再犯

防止と社会復帰を支援するものでございま

す。 

 ⑤生活困窮者総合相談支援モデル事業につ

きましては、生活困窮者の自立支援法の来年

度施行に向けて、生活困窮者の支援を一体的

に行う総合相談窓口を福祉事務所数カ所にモ

デル的に設置するものでございます。 

 次に、(3)臨時福祉給付金支給事務につき

ましては、消費税増税の低所得者への影響を

緩和するために、市町村民税均等割非課税世

帯の世帯員に対して１万円を市町村が支給す

るに当たって、広報、関係機関調整等の市町

村支援を行うものでございます。 

 次に、援護行政についてでございます。 

 老朽化が著しかった引揚者住宅山の上団地

につきまして、建てかえ及び入居者の移転を

完了し、昨年度までに旧住宅の解体工事を完

了いたしました。今年度は、約6,000平米の

余剰地につきまして、売却に向けた手続を進

めてまいります。 

 17ページをお願いいたします。 

 次に、社会福祉施設等指導監査でございま

す。 

 社会福祉法人及び施設の適正な運営を確保

するため、関係法令等に基づきまして監査を

実施しております。本年度は、55の社会福祉

法人と192の社会福祉施設に対して監査を実

施する予定としております。 

 社会福祉課は以上でございます。 

 

○福田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 18ページをお願いいたします。 

 まず、子ども・子育て支援新制度への対応

でございます。 

 消費税を財源としました新制度が、来年４

月から施行される予定となっております。新
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制度が円滑に運営されるように、県として、

子ども・子育て支援事業支援計画を策定する

など、事業主体である市町村の支援を行って

まいります。 

 次に、保育サービスの充実による児童福祉

施策の推進についてでございます。 

 説明欄１の私立保育所運営費負担は、熊本

市以外の私立保育所315カ所の運営費の県負

担金です。 

 説明欄２から４は、待機児童解消のための

取り組みでございます。 

 ２の保育所等緊急整備事業は、私立保育所

の施設整備に対して補助を行う市町村への助

成でございまして、本年度は、14市町村25カ

所の整備を予定しております。３の待機児童

解消加速化プラン事業は、預かり保育を行う

幼稚園の施設改修への補助など、待機児童解

消の取り組みを行う市町村に助成を行うもの

でございます。４の家庭的保育推進事業は、

保育士などの資格を持った者が自宅などで子

供を預かる家庭的保育事業を実施する市町村

に助成をするものです。 

 説明欄５、６は、子育てと仕事の両立を支

援する取り組みでございます。 

 ５の特別保育総合推進事業は、延長保育や

休日保育を行う市町村に対する助成、６の病

児・病後児保育総合推進事業は、子供が病気

にかかったときに対応する病児・病後児保育

を行う市町村に対して助成を行うものです。 

 19ページをお願いします。 

 ７の多子世帯子育て支援事業は、第３子以

降の３歳未満児の保育料減免を行う市町村へ

の助成を行うもので、現在、全市町村で保育

料の無料化に取り組んでおります。 

 ８の保育士等確保対策事業は、修学資金貸

し付けや再就職コーディネーターの配置な

ど、保育士の人材確保の取り組みでございま

す。 

 ９の子どもの食育推進事業は、保育所等に

おける子供の食育推進の取り組み支援を行っ

ているものでございます。 

 次に、地域における子育て支援についてで

ございます。 

 １のみんなで子育て推進事業は、地域ぐる

みの子育て支援を進めるための意識啓発活動

の取り組み、２の子育て支援強化事業費補助

は、ファミリー・サポート・センター事業、

これは、保育の援助を受けたい者と援助をし

たい者の橋渡しを行うものでございますが、

こうした地域ぐるみの子育て支援を行う事業

を推進しております。 

 20ページをお願いいたします。 

 ３の児童健全育成事業、４の放課後児童ク

ラブ施設整備事業は、放課後に小学生の児童

を預かる放課後児童クラブに対する助成を行

うものです。 

 次に、母子保健対策の推進についてでござ

います。 

 １は、1,500グラム未満の極低出生体重児

の支援といたしまして、(1)は、産科と歯科

が連携して、歯周病などの感染症を予防する

ことによる早産予防事業を行う熊本型早産予

防対策事業、(2)は、ＮＩＣＵ新生児集中治

療室に長期入院している子供の在宅移行支援

でございます。 

 ２は、小児に対する医療給付で、５つの事

業を実施しております。 

 (1)は、おおむね2,000グラム以下の入院を

要する未熟児の養育医療費、(2)は、身体に

障害がある子供の自立支援医療費、(3)は、

小児慢性特定疾患の治療研究事業。 

 21ページをお願いします。 

 (4)は、乳幼児医療費の一部負担を行った

市町村に対する助成、(5)は、先天性代謝異

常等を早期発見するための新生児検査といっ

た５つの事業を行っております。 

 ３は、妊娠、出産に関する事業として、４

つの事業を実施しております。 

 (1)は、思春期の性教育に関する事業、(2)

は、望まない妊娠などの相談や予防知識の普
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及、さらに、白血病などを引き起こすウイル

スでありますＨＴＬＶ－１の母子感染予防対

策、(3)は、産後鬱などのサポート。 

 22ページをお願いいたします。 

 (4)は、不妊相談や不妊治療助成といった

事業を実施しております。 

 最後に、発達障がい児の支援についてで

す。 

 これまで、乳幼児健診に携わる保健師向け

のマニュアル、発達障害児に接する機会が多

い保育士、幼稚園教諭向けのマニュアルを作

成いたしまして、研修会も実施してまいりま

した。本年度は、育児の悩みや不安軽減につ

ながるように、保護者向けのマニュアルを作

成することとしておりまして、こうした取り

組みによりまして、発達障害児の早期発見、

早期支援につなげてまいりたいと思います。 

 子ども未来課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課です。 

 説明資料の23ページをお願いいたします。 

 まず、要保護児童対策です。 

 説明欄１の児童養護施設等への措置費は、

保護を要する児童を施設に入所させたり、里

親に委託した場合にその経費を助成するもの

です。 

 ２の子ども虐待防止総合推進事業は、児童

の安全確認強化のため、児童相談所に配置す

る虐待対応のための嘱託職員の経費や虐待対

応に係る市町村を初めとする関係機関とのネ

ットワークづくりなど、児童虐待防止の中核

となる児童相談所の活動費となります。 

 ３の里親推進事業は、国が家庭的な養護を

推進していくという方向性を示している中

で、児童をより家庭的な環境のもとで養育す

る里親制度の普及促進や児童相談所に専任の

嘱託職員を配置し、里親家庭への支援や里親

委託を推進する事業です。 

 ４の児童福祉施設整備費補助は、児童福祉

施設の施設等を整備する社会福祉法人に対し

て助成を行うもので、本年度は、児童養護施

設の改築１件、八代ナザレ園を予定しており

ます。 

 24ページをお願いいたします。 

 ひとり親家庭等福祉の推進です。 

 １のひとり親家庭等応援事業は安心こども

基金の事業でありまして、さまざまな困難に

直面しているひとり親家庭等を対象に、就労

にとどまらず、子育てや生活面も含めて総合

的に支援する事業です。特に、子供の学習支

援に力を入れております。 

 ２のひとり親家庭等支援事業は、ひとり親

家庭等が自立し、安心して生活できる環境づ

くりを推進するための事業で、こちらは国の

補助事業になります。このうち、２つ目のポ

ツの母子家庭等高等職業訓練促進事業は、ひ

とり親家庭の親が看護師等の資格を取得する

ため養成機関に通う場合に、生活費相当額を

給付する事業となります。 

 ３の児童扶養手当支給事業は、ひとり親家

庭等に対し、月４万円程度の児童扶養手当を

支給するものです。 

 ４のひとり親家庭等医療費助成事業は、ひ

とり親家庭等の医療費の軽減を図るため、医

療費の自己負担分の一部を助成する市町村に

対して助成を行うものです。 

 ５の母子寡婦福祉資金貸付金は、母子家庭

や寡婦の経済的自立を図るため、修学資金や

生活資金などの各種貸し付けを行うもので

す。 

 ６の児童手当市町村交付金事業は、児童手

当に係る県負担金を市町村に交付するもので

あります。 

 25ページをお願いいたします。 

 子ども・若者への支援につきましては、子

ども・若者支援推進法に基づき、ひきこも

り、ニートなど、社会生活を円滑に営む上で

困難を有する子供や若者を支援するため、地
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域協議会の開催を通じ、シンポジウムの開催

などの啓発事業を実施していくこととしてお

ります。 

 次に、ＤＶ対策です。 

 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保

護のため、高校等における未然防止教育の実

施や、福祉総合相談所内にあります女性相談

センターにおける相談対応や、被害者の一時

保護、民間シェルターの運営費等の助成を行

うものです。 

 最後に、いじめに関する再調査でありま

す。 

 いじめ防止対策推進法に基づくいじめに関

する調査委員会の設置、運営を行うもので

す。調査委員会は本年１月に設置し、昨年４

月に県立高校で発生しました事案について、

現在再調査を進めております。 

 子ども家庭福祉課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○松永障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 委員会資料の26ページをお願いいたしま

す。 

 各事業を県の障がい者計画に沿った４項目

に分けた上で、新規事業を中心に説明を申し

上げます。 

 まず、１つ目の項目が、障がい者施策の総

合的な推進でございます。 

 本県の障害者施策につきましては、障害者

基本法に基づく第４期熊本県障がい者計画

「くまもと・夢・障がい者プラン」に基づき

まして、計画的に実施をしておりますが、あ

わせて、同計画が今年度で終期を迎えますの

で、今年度中に、障害当事者の御意見も聞き

ながら、次期計画を策定いたします。 

 続きまして、２つ目の項目は、保健・医療

及び地域生活支援体制の充実です。 

 まず、保健・医療体制の充実でございます

が、１の重度心身障がい者医療費助成事業及

び２の精神通院医療費は、障害児者の医療費

について助成をするものです。 

 ３の精神科救急医療体制整備事業では、

(1)の事業によりまして、休日や夜間の医療

体制を輪番制により確保するとともに、(2)

の事業により、緊急の電話相談や受診先の医

療機関の紹介を行う精神科救急情報センター

を運営してまいります。 

 27ページをお願いいたします。 

 さらに、(3)にありますように、今年度か

ら新たに国立病院機構熊本医療センターに看

護師や精神保健福祉士等を配置しまして、精

神障害のある救急患者の受け入れと転院等の

調整を円滑に行うことにより、身体合併症患

者の継続的、安定的な受け入れ体制を確保し

てまいります。 

 ４の災害派遣精神医療チーム体制整備事業

ですが、災害等の緊急時に備えて、専門的な

心のケアなど、精神科医療に関する緊急支援

チームを新たに整備してまいります。 

 次に、中段の地域生活支援の充実でござい

ます。 

 まず、地域生活支援体制の整備ですが、１

にありますように、市町村が実施する日常生

活用具の給付等の地域生活支援事業に対する

助成や、２にありますように、施設入所やヘ

ルパー派遣等の障害福祉サービス等に係る自

立支援給付費の支給に対する助成、また、３

にありますように、障害児の入所や通所に伴

う県の負担金になっております。 

 28ページをお願いいたします。 

 次の地域移行への支援ですが、１の(1)に

ありますように、地域移行支援アドバイザー

を配置し、精神障害のある人が退院後に地域

生活に円滑に移行できるよう、病院関係者等

を支援、助言するとともに、(2)にあります

ように、病院スタッフと介護支援専門員等が

チームを組み、障害福祉サービス事業者等と

連携して、高齢入院患者の退院に向けた取り

組みを行ってまいります。 
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 次の施設サービスの充実でございますが、

障がい者福祉施設整備費は、国庫補助メニュ

ーに沿って、施設整備等への助成を行うもの

です。 

 最下段の新たな障がいに対する支援等のう

ち、まず、発達障がい児者への支援でござい

ます。 

 １の発達障がい者支援体制整備事業は、ラ

イフステージに応じた支援体制の整備充実を

図るもので、支援体制整備検討委員会や医療

体制検討部会委員会による検討や普及啓発等

を行ってまいります。 

 29ページをお願いいたします。 

 ２の発達障がい者支援センター事業は、発

達障害者の相談から就労までの総合的な専門

相談機関として、大津町の北部発達障がい者

支援センター「わっふる」と八代市の南部発

達障がい者支援センター「わるつ」を、それ

ぞれ社会福祉法人への委託により運営してま

いります。 

 ３の新規事業の発達障がい者支援医療体制

整備事業ですが、身近な地域で発達障害に対

応できる医師を確保し、また、小児科と精神

科が連携した診療が受けられるよう医療体制

を整備してまいります。 

 ２つ飛びまして、最下段の福祉人材の養

成・確保をごらんください。 

 新規事業の強度行動障がい支援者養成研修

事業ですが、処遇が困難とされております強

度行動障害児者への支援の質の向上のため

に、直接支援を行う施設職員に対する研修会

を行います。 

 30ページをお願いいたします。 

 ３つ目の項目は、安心して暮らせる社会環

境の整備でございます。 

 まず、雇用・就労の促進ですが、１の工賃

向上計画支援事業は、県の工賃向上３か年計

画に基づき、授産事業所でつくられます製品

の商品力の向上や販路拡大への支援、官公需

発注の拡大等を行うことにより、各事業所に

おける工賃の向上につなげます。 

 ２の障がい者職場実習促進事業は、障害の

ある実習生を受け入れる農業法人等が受け入 

れのためにトイレ等の改修や設備整備を行う

場合に、その経費について助成を行います。 

 １つ飛びまして、スポーツ・レクリエーシ

ョン・文化活動の支援でございますが、２つ

のポツのところにありますが、くまもと障が

い者スポーツ大会や地域精神障がい者スポレ

ク大会、また、２のくまもとハートウイーク

等を開催することによりまして、障害のある

人の社会参加を促進し、あわせて、障害や障

害のある人への県民の理解を深めてまいりま

す。 

 31ページをお願いいたします。 

 最後の４つ目の項目は、「ともに生きる社

会」に向けた意識づくりでございます。 

 障がい者の権利擁護ですが、１の障害者条

例推進事業は、障害のある人もない人も共に

生きる熊本づくり条例に基づき、相談体制の

整備、運用、個別事案解決のための調整委員

会による助言、あっせんの実施、障害のある

人への県民の理解を深めるための普及啓発を

行います。 

 ２の障害者虐待防止対策支援事業は、障害

者虐待防止法に基づき、虐待が疑われる事案

について迅速に対応するとともに、関係機関

等との連携強化や虐待防止に関する研修の実

施、普及啓発等に努めてまいります。 

 障がい者支援課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○立川医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 32ページをお願いいたします。 

 主なものについて御説明いたします。 

 まず、医師確保総合対策についてでござい

ます。 

 １の寄附講座開設事業ですが、ここで言う

寄附とは、いわゆる資金の無償提供というも
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のではありません。熊本大学医学部附属病院

へ資金の出資による講座を開設し、地域医療

を担う医師の養成や派遣等に取り組んでもら

うものでございます。 

 この(1)と(2)の講座は、総合診療医の養成

や地域の医療機関への専門医派遣等を行うも

のでございます。 

 ２の医師修学資金貸与事業は、知事が指定

する医療機関等で一定期間就業することを条

件に返還を免除する修学資金を、熊本大学医

学部医学生に対して貸与するものでございま

す。一定期間とは、貸与期間の1.5倍、つま

り６年間であれば９年間になります。 

 ３の地域医療支援機構事業は、医師の地域

偏在を解消するため、平成25年12月に設置い

たしました熊本県地域医療支援機構を平成26

年４月から熊本大学医学部附属病院に委託

し、医師不足の状況を把握、分析、地域医療

に従事する医師の専門医資格取得等の支援及

び医師が都市部と地域を循環して勤務できる

システムの構築等を行うものでございます。 

 33ページをお願いいたします。 

 次に、看護職員確保対策についてでござい

ます。 

 １の(1)から(6)は、看護職員のキャリアア

ップを支援するために取り組む事業です。 

 33ページに戻っていただきまして、(1)の

准看護師のキャリアアップ支援事業は、修学

中の准看護師に奨学金を支給する勤務先医療

機関の経費について助成するものです。(2)

の看護師等修学資金貸与事業は、先ほど説明

した医師修学資金貸与事業と同様、修学資金

を看護学生に対して貸与するものでございま

す。 

 34ページをお願いいたします。 

 (7)の看護職員確保対策支援事業は、魅力

ある病院づくり事業への支援や潜在看護職員

の再就業に向けた研修を行うとともに、就労

環境改善に取り組む医療機関に対し要する経

費について助成を行うものです。 

 また、(8)から(10)までの事業は、病院内

保育所の整備費や運営費について助成するも

のです。 

 (11)、(12)の事業は、未就業の就労支援や

看護学生の県内定着を促進するものでござい

ます。 

 35ページをお願いいたします。 

 次の２の事業は、看護職員の確保を図るた

め、看護師養成所等の運営費について助成す

るものです。 

 次に、在宅医療・訪問看護の推進について

でございます。 

 (1)の在宅医療連携推進事業は、在宅医療

を県内全域で利用できる体制を整備するた

め、医療、介護、福祉関係者など多職種によ

る検討会議を各圏域に設置し、課題の抽出と

対策の検討を行うとともに、多職種連携のた

めの研修等を実施するものです。 

 (2)の訪問看護ステーション強化事業は、

訪問看護ステーションの機能強化を図るた

め、小規模な訪問看護ステーションの人件費

等について助成するものです。 

 36ページをお願いいたします。 

 次に、へき地医療対策についてでございま

す。 

 １のへき地医療施設運営費補助は、僻地医

療拠点病院や僻地診療所の運営費等について

助成するとともに、県へき地医療支援機構に

おいて、医師派遣の調整やドクターバンクに

よる医師確保を行うものです。 

 ３のへき地派遣医師確保対策事業は、自治

医科大学の運営費等を負担するとともに、自

治医科大卒の派遣医師に対し臨床研修を行う

ものです。 

 37ページをお願いいたします。 

 次に、救急・災害医療対策についてでござ

います。 

 ２のヘリ救急医療搬送体制整備事業は、ド

クターヘリと防災消防ヘリの２機による熊本

型ヘリ救急医療搬送体制を推進するととも
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に、ドクターヘリ基地病院の運航経費及び支

援病院の空床確保に要する経費について助成

するものです。 

 なお、熊本型とは、ドクターヘリと防災消

防ヘリ「ひばり」が役割分担し、相互補完す

る仕組みでございます。 

 ５の医療施設耐震化整備事業は、平成21年

９月に設置いたしました熊本県医療施設耐震

化臨時特例基金を活用しまして、二次救急医

療機関の耐震化整備費について助成するもの

です。 

 38ページをお願いいたします。 

 次に、小児・周産期医療対策についてでご

ざいます。 

 １の小児医療対策事業は、保護者を対象と

した夜間電話相談、シャープ8000番等を実施

するものです。365日、夜の７時から０時ま

で開設しております。 

 ３の周産期医療対策事業は、母体、新生児

の迅速な受け入れ確保のため、中核的な周産

期医療機関に専用のＰＨＳを配備するなどで

ございます。 

 次に、脳卒中・急性心筋梗塞対策でござい

ます。 

 １の脳卒中等医療推進事業は、冒頭説明い

たしました熊本大学医学部附属病院に開設し

た寄附講座において、阿蘇医療圏への支援や

２つの疾患の医療連携等の調査研究を行うも

のです。 

 39ページをお願いいたします。 

 次に、歯科医療対策でございます。 

 １の歯科医療確保対策事業は、障害児者や

休日の歯科診療を確保するため、口腔保健セ

ンターの運営費について助成するものです。 

 最後に、医療安全対策・医療提供体制の向

上でございます。 

 １の医療安全対策事業は、県庁と保健所に

設置する医療相談窓口において、県民からの

医療相談等に対応するものでございます。 

 ３の医療施設消火設備整備費は、平成25年

10月の福岡市の有床診療所で発生した火災事

故を踏まえ、平成25年度経済対策で予算措置

されたものであり、有床診療所等が行うスプ

リンクラー等の防火設備の整備に対して助成

するものでございます。 

 医療政策課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 資料の40ページをお願いいたします。 

 まず、国民健康保険制度安定化対策につい

てです。 

 国民健康保険制度は、自営業の方、年金生

活の方など、被用者保険に加入されていない

方を対象とする保険制度で、市町村が行うも

のでございます。 

 説明欄１、(1)の県調整交付金は、この市

町村が行います国民健康保険の財政力の不均

衡を是正、調整するため、各市町村の医療費

や所得水準、災害などの特別な事情に基づき

交付するものでございます。 

 (2)の保険基盤安定県負担金は、市町村が

行います低所得世帯への保険料、税の軽減に

関する費用を負担するもので、①は、低所得

世帯の均等割等軽減を、②は、中間所得層の

負担軽減のために、保険者支援分として、低

所得者数に応じて市町村に交付するものでご

ざいます。 

 (3)の高額医療費共同事業県負担金は、１

件80万円を超える高額な医療費の発生による

財政リスクを軽減するため、市町村が共同し

て行う事業に対する負担金です。 

 ２の国民健康保険広域化等支援基金事業

は、国保財政の安定的運営と広域化のために

設置されました基金を活用いたしまして、財

政が厳しい市町村への貸し付け及び広報事

業、情報収集など、財政運営の都道府県化等

に係る事業を行うものです。 
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 次に、後期高齢者医療対策についてです。 

 後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者

等を対象として、平成20年度から実施されて

いる医療制度でございます。 

 １の(1)の医療給付費県負担金は、後期高

齢者の医療の給付等に要した費用を、(2)の

保険基盤安定県負担金は、国保と同じく、低

所得者等の保険料軽減に要した費用を、次の

ページをお願いいたします。(3)の高額医療

費県負担金は、やはりこれも国保と同様、１

件当たり80万円を超える高額な医療費の発生

による財政リスクを軽減するための費用で、

それぞれ一定の割合で市町村や広域連合に交

付するものでございます。 

 ２の後期高齢者医療財政安定化基金積立金

は、後期高齢者医療の保険者であります広域

連合の財政安定化等のために県に設置してい

る基金への積立金でございます。 

 以上でございます。 

 

○下村健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 委員会資料の42ページをお願いいたしま

す。 

 健康づくり推進課では、第３次熊本県健康

増進計画「くまもと21ヘルスプラン」に基づ

き、いつまでも楽しく元気で安心して暮らせ

る熊本の実現を目指し、県民を初め、行政や

関係機関、団体が一体となった健康づくりを

進めております。 

 まず、生涯を通じたより良い生活習慣の形

成及び健康づくりの推進についてでございま

す。 

 １の生活習慣病対策の推進ですが、(1)の

糖尿病医療スタッフ養成支援事業では、熊大

病院と連携し、適切な医療や療養指導等を提

供できる医療スタッフの養成、糖尿病医療連

携体制の整備を支援するものです。 

 次に、２の歯科保健推進事業についてでご

ざいます。 

 主な取り組みとしましては、8020推進など

の歯科保健人材育成研修や幼児、児童生徒へ

の指導のほか、市町村が実施する４歳未満児

へのフッ化物塗布事業及び保育所、幼稚園、

小中学校等が行うフッ化物洗口事業に要する

経費の２分の１を助成するものでございま

す。 

 次に、４の健康長寿推進事業、くまもとス

マートライフ推進事業ですが、県民の健康づ

くりに積極的に取り組む企業、団体等を登録

し、県民総ぐるみによる健康づくりの推進及

び健康長寿の意識醸成のための普及啓発を行

うものでございます。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 健康食生活・食育の推進についてでござい

ます。 

 １のライフステージに応じた健康食生活・

食育の推進ですが、「あと一皿(100g)野菜を

食べましょう！」を統一テーマに、健康食生

活・食育推進計画の普及推進、連携会議の開

催、食育キャンペーン活動等、ライフステー

ジに応じた取り組みの強化に取り組んでまい

ります。 

 ３のくまもと健康づくり応援店事業です

が、県民が安心して外食等を楽しめるよう、

健康に配慮したメニューを提供する店舗を健

康づくり応援店として指定し、県民の健康づ

くりを支援するものです。なお、カロリーや

塩分を控えたブルーサークルメニューを熊本

大学等と一緒に開発し、糖尿病患者の食生活

支援を始めたところでございます。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 がん対策でございます。 

 まず、１のがん対策推進事業ですが、国指

定のがん診療連携拠点病院が実施するがん医

療従事者に対する研修、普及啓発等への助

成、がん患者と家族等が心の悩みや体験等を

語り合えるがんサロンの普及を行うものでご

ざいます。 

 ２のがん地域連携クリティカルパス支援事
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業ですが、各医療機関と患者が共有する治療

計画となります連携クリティカルパスの普及

を図るため、運用コーディネーターを熊大病

院に配置し、がん診療連携の充実を図るもの

でございます。 

 次に、難病、特定疾患対策についてでござ

います。 

 １の特定疾患治療費ですが、国が指定する

56の特定疾患について、患者一部負担を除

き、医療費を公費負担することにより、患者

と家族の負担の軽減を図ってまいります。 

 なお、現在、難病新法法案が国会に提出を

されており、医療費助成の対象が56から約30

0疾患に増加する予定で、平成27年１月１日

施行とされております。法案成立後は、速や

かに新法への対応を進めてまいります。 

 次に、45ページをお願いいたします。 

 原子爆弾被爆者対策でございます。 

 １の原爆被爆者特別措置費ですが、原爆被

爆者で原爆に起因する病気やけがの状態等に

ある方々へ健康管理手当を初めとして各種手

当の支給を行うもので、２の原爆被爆者健康

診断費事務費については、原爆被爆者、被爆

二世の方々に対して健康診断を行うものでご

ざいます。 

 最後に、ハンセン病問題対策でございま

す。 

 １のハンセン病事業費ですが、ハンセン病

問題への理解を深めるため、菊池恵楓園を訪

問して入所者との意見交換会などを行う研修

会や啓発用パンフレットの作成を行うととも

に、無らい県運動検証委員会の検証結果が３

月に取りまとめられましたので、その報告書

の作成や啓発用概要版の作成等を行い、啓発

の充実に努めてまいります。 

 また、全国のハンセン病療養所入所者のう

ち、本県出身の方々に対して、ふるさと訪

問、熊本ふるさと便を行うこととしておりま

す。 

 健康づくり推進課は以上でございます。 

 

○窪田薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 46ページをお願いいたします。 

 まず、生活衛生関係営業施設の振興及び衛

生対策についてでございます。 

 １の生活衛生環境確保対策事業ですが、理

容所、美容所、クリーニング所などの営業施

設に対しまして衛生管理指導を行い、施設の

衛生水準の向上を図るものでございます。 

 ２の生活衛生営業振興対策事業ですが、公

益財団法人熊本県生活衛生営業指導センター

が実施いたします経営相談や研修事業などへ

の助成を通じまして、経営安定や衛生水準の

向上を図るものでございます。 

 次に、献血推進対策についてでございま

す。 

 医療に必要な血液を確保するため、広く県

民の皆様へ啓発活動を行うとともに、協力組

織の育成を行います。特に、若年層の献血者

確保対策として、大学生組織との連携や将来

の献血者確保を見据えました小中高校生への

出前講座などを通して、意識向上を図ってま

いります。 

 47ページをお願いいたします。 

 次に、臓器移植・骨髄移植対策についてで

ございます。 

 １の移植医療推進普及啓発事業ですが、県

の臓器移植コーディネーター等の活動強化や

臓器提供体制の整備に努めますとともに、公

益財団法人熊本県移植医療推進財団等と連携

して、普及啓発活動を推進いたします。 

 ２の移植医療推進支援事業ですが、これ

は、移植医療の拠点病院でございます熊本大

学医学部附属病院におきますＨＬＡ検査、い

わゆる組織適合性検査でございますが、この

体制の整備等の経費を助成するものでござい

ます。 

 続きまして、医薬品等の安全確保対策につ

いてでございます。 
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 48ページをお願いいたします。 

 ２の後発医薬品、いわゆるジェネリック医

薬品の安心使用及び啓発事業ですが、県民や

医療従事者が安心して後発医薬品を使用でき

る環境づくりを進めるために、県内主要病院

での後発医薬品の採用リストの更新、配布、

講習会の開催など、情報提供に努めますとと

もに、地域協議会の設置に取り組みます。ま

た、地域レベルでの安心使用促進を図ってま

いります。 

 続きまして、薬物乱用防止対策についてで

ございます。 

 青尐年層に薬物乱用が広がっていることか

ら、県警や教育委員会などと連携しまして、

小中学校、高等学校での薬物乱用防止教室の

開催、また、大学生への働きかけ等によりま

して、薬物の正しい知識の普及を図りまし

て、薬物乱用を許さないくまもとづくりを進

めてまいります。 

 続きまして、49ページをお願いいたしま

す。 

 最後に、在宅医療の推進についてでござい

ます。 

 地域単位で薬局、薬剤師によります在宅医

療を推進するため、熊本県薬剤師会が行う養

成、研修や応需体制の整備等の経費を助成す

るものでございます。 

 薬務衛生課は以上でございます。 

 

○髙木健次委員長 次に、病院事業管理者か

ら総括説明を行い、続いて、担当課長から資

料に従い説明をお願いします。 

 初めに、河野病院事業管理者。 

 

○河野病院事業管理者 病院局でございま

す。 

 平成26年度の病院事業の概要の説明に先立

ちまして、病院の運営・経営状況について御

説明を申し上げます。 

 経営の自主性、機動性を高め、医療の質の

向上を図るとともに、より効率的な経営に取

り組むため、県立こころの医療センターの運

営形態を地方公営企業法の全部適用に移行し

まして、丸６年が経過いたしました。 

 この間、２度にわたって中期経営計画を策

定し、一般会計からの繰入金の削減を行うと

ともに、収支均衡を図ってまいりました。 

 また、医療面では、県下精神科医療のセー

フティーネット機能の維持、充実に努めると

ともに、平成24年４月のこころの思春期外来

の開設、本年４月の地域生活支援室の設置な

ど、新たな取り組みも進めてまいりました。 

 平成26年度につきましては、引き続き、第

２次中期経営計画に基づきまして、医師の確

保に努めながら、さらなる医業収益の確保を

目指すとともに、施設の維持管理経費の節減

等により費用の削減に努め、引き続き、安定

した経営基盤を構築してまいりたいと考えて

おります。 

 また、発達障害を含む思春期医療への取り

組みを継続していくとともに、４月に設置し

た地域生活支援室により、精神障害者の方々

が安心して地域生活が送れるよう支援に取り

組んでいくこととしております。 

 今後とも、県立病院としての使命、役割を

果たしながら、県民の皆さんが求める医療に

も積極的に取り組んでまいります。 

 詳細につきましては、総務経営課長から説

明いたしますので、よろしくお願い申し上げ

ます。 

 

○髙木健次委員長 引き続き担当課長から説

明をお願いします。 

 

○林田総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。 

 資料50ページをお願いいたします。 

 平成26年度当初予算でございます。 

 病院事業会計は、病院の管理運営に係る収

益的収支と建物や施設の整備及び企業債の元
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金償還に係る資本的収支から成っておりま

す。 

 まず、収益的収支でございます。 

 収入では、目標としている患者数をもとに

見込んだ収益、一般会計からの繰入金等で16

億4,000万円余を計上しております。支出で

は、運営経費として16億6,000万円余を計上

しております。 

 この結果、損益欄に記載のとおり、2,000

万円余の赤字となっております。このことに

つきましては、後ほど説明させていただきま

す。 

 資本的収支では、支出として、建設当時の

企業債元金の償還や施設設備の更新経費等で

２億3,000万円余を計上しております。収入

は０としておりますが、これにつきまして

は、内部留保資金の充当により対応すること

としております。 

 次に、51ページでございます。 

 平成26年度の病院局における主要事業等で

ございます。 

 まず、施設概要等でございます。 

 開設時期等の当院の概要を表に記載してお

ります。 

 その下、中段に記載しておりますとおり、

当院は、県内精神科医療の中核的病院とし

て、民間医療では対応が困難な患者の治療を

行うとともに、社会復帰活動などの取り組み

により、短期治療となるよう努めてきたとこ

ろでございます。 

 このような基本的な取り組みに加え、平成

24年４月のこころの思春期外来の開設、本年

４月の地域生活支援室の設置など、新たな取

り組みも行っております。 

 次に、経営状況等でございます。 

 収支見込みは、下段に記載しておりますと

おりですが、その２段落目でございます。本

年度から新しい地方公営企業会計基準が適用

され、その移行処理により特別損失が発生す

るため、2,000万円余の赤字計上となってお

ります。これは帳簿上の処理であり、執行に

影響はございません。 

 今後、収益的収支の均衡に向けて取り組ん

でまいります。 

 52ページをお願いいたします。 

 第２次中期経営計画の推進についてでござ

います。 

 昨年３月に策定いたしました平成25年度か

ら29年度までを期間とする第２次中期経営計

画について、具体的な取り組みを進めてまい

ります。 

 第２次中期経営計画には、２本の柱がござ

います。精神障害者の地域での生活を支援す

る地域生活支援室の設置と平成29年度を目途

としております児童・思春期入院施設の開設

でございます。 

 １つ目の柱である地域生活支援室につきま

しては、本年４月設置に至っております。ま

た、こころの思春期外来につきましては、受

診者がふえてきたことから、昨年12月、診療

時間の拡大を行ったところでございます。 

 本年度は、計画のもう一つの柱である児

童・思春期入院施設、そして、これに伴う現

在休床としております50床の利活用を含む病

床再編についても検討を進めてまいります。 

 最後に、医師確保対策でございます。 

 今後検討を進める児童・思春期入院施設を

視野に入れつつ、熊本大学を初めとする関係

機関に対し要請を行うなどして、常勤医師の

確保に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○髙木健次委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、主要事業等について質疑を

受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○池田和貴委員 まず、質問する前に、１つ

御報告をさせていただきたいと思います。 



第２回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年４月24日) 

 - 20 - 

 鳥インフルエンザの対応についてでござい

ますが、私たち、実は、きょうの朝、ジャカ

ルタから帰ってまいりました。ジャカルタで

視察をしている視察先で、日本の大使館の方

から、御報告、またお礼を言われたもんです

から、それをちょっと皆さん方にお知らせを

したいと思っております。 

 ちょうどこの鳥インフルエンザが発生をし

たときに、今熊本県で進めていますハラール

市場向けのゼンカイミートさんへのインドネ

シアからの検査士の方々が、ちょうど検査に

訪れられていたそうでございます。ちょうど

そのときにこの鳥インフルエンザの発生があ

って、その際に、まず、鳥インフルエンザの

報告があってから決定までのスピードがすご

かったということ、その後72時間以内に皆さ

ん方が迅速に対応されたこの対応を見て、そ

のインドネシアの皆さん方が非常に感心をさ

れていたということでございます。その対応

を見て、インドネシアのほうから、副大臣が

来日することを決定されたというようなお話

でございました。 

 ですから、大使館の方から、熊本県の皆さ

ん方の対応を非常に、インドネシアのハラー

ル市場に向けて牛肉等の輸出を考える国とし

ては非常にありがたかったというお話がござ

いましたので、皆さん方のほうにお伝えをし

ておきたいと思います。本当に皆さん方も大

変でございました。 

 ただ、まだ、あと５月８日までですかね、

発生がないことを祈るばかりでございます

が、本当に皆さん方、大変でございました。

ただ、地元のほうからは、まだ尐しずつやっ

ぱり課題があるようなお話も伺っております

ので、その辺は、今後起こらないほうがいい

んですが、今後のことを考えて、もう一度や

っぱり検証をしていただくことをお願いした

いというふうに思っております。 

 続いて、実は質問ですが、これですね、済

みません、この主要事業については、２月議

会で私たち議会も承認をしているところなん

で、なかなか言いづらいところもあるんです

が、障がい者支援課の事業と健康づくり推進

課の事業についての説明を聞いておりまし

て、もう皆さん方も御承知のとおり、障害の

範囲が広がりまして、今までの３障害に加え

まして、高次脳機能障害、それと難病が入っ

たわけでございます。今、難病も含めてこの

５つが障害というふうに認定をされているん

ですが、障がい者支援課の事業説明の中に

は、その難病についてのお話がなくて、主要

事業として説明がなかったわけですね。 

 健康づくり推進課のほうで、難病対策とい

うことで３つ今主要事業が出ているんです

が、この中で、特定疾患治療費等の事業や難

病相談支援センターの事業については、これ

までもあったやつでございまして、実はこれ

が障害として認定をされたようなフォローが

本当にされているかどうかというのは、ちょ

っと私として今説明を聞いてて心配をしたと

ころでございます。 

 また、加えて言うならば、26ページの障が

い者施策の総合的な推進のくまもと障がい者

プランの推進事業の中で、ここの一番最後の

ところに、平成26年度中に、障がい当事者の

参画により次期計画を策定するというふうに

書いてございますが、この中に、新たに認定

をされた高次脳機能障害の方や難病の方々

も、今やっているプランの中にはたしか入っ

ていらっしゃらないんじゃないかと思うんで

すよね。そういう当事者の団体は、新たにさ

れた方々は多分入ってないんじゃないかと思

うんですけれども、この辺、どう考えていら

っしゃるのか、ちょっとその辺をお伺いした

いと思いまして。 

 

○松永障がい者支援課長 難病の方に対する

対応ですけれども、まず、26ページの１の障

がい者プランのところで申しますと、毎年、

各障害者団体、30何団体と意見交換会等を行
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っております。その中には、難病の団体から

も御出席をいただいております。ことしも、

この障がい者次期計画を策定するに当たりま

しては、例年以上に丁寧な意見交換会を予定

しておりまして、その中でも当然難病の団体

の方とも意見交換会をしたいと思っておりま

す。 

 また、このプランを策定するに当たりまし

ては、障害者施策推進審議会という中で議論

をしていただくんですけれども、その中の委

員ではございませんが、この計画策定の分科

会の委員として難病の方にも代表で入ってい

ただくことにしております。 

 

○池田和貴委員 わかりました。今、松永課

長のお話を聞いて、ある一面ほっとしたとこ

ろがございます。 

 ただ、今回、主要事業説明なので、この中

に、やはり私とすれば、今まで難病のこと何

回か取り上げて質問しておりますが、障がい

者支援課の主要事業の中で、ほかの障害の事

業だけはずらっと出てきて、難病だけが抜け

落ちてしまうというのはどうも何かちょっと

どうなのかなと心配があったんで、そういう

のをさせていただきました。 

 ある意味では、今は健康づくり推進課のほ

うに難病事業は主体的にあるんですけれど

も、でも、国の法体系も変わって今度新しい

難病新法もできるわけですから、もしかした

ら、それは、県の組織の中の対応とかという

のもあわせて尐し考え直すことも必要じゃな

いかというように私は思うところがあるんで

すが、これは、今後は執行部の皆さん方の中

でぜひ議論をしていただくようにお願いをし

たいと思います。 

 

○下村健康づくり推進課長 難病新法、特定

疾患に関しましては、先ほど、資料の中には

入れておりませんけれども、口頭で申し上げ

ましたとおり、現在法案が上がっている状況

で恐らく６月ごろには法案が決定して、その

後詳細の内容がわかってくると思います。そ

ういう意味で、56の疾患については、現在当

課のほうで進めておるところでございますけ

れども、まだ、300と言われております疾患

の内容については、我々もまだどういうもの

になるかというのが詳細わかっておりませ

ん。 

 今後、そういう国からの情報をもとに、来

年の１月１日からの施行ということで、きち

んとした対応ができるように進めていきたい

と考えております。 

 

○池田和貴委員 せっかく課長がお話しいた

だいたので、もう御承知のとおり、この難病

対策の、正確な名前を言うと特定疾患治療

費、これは、ずっと県の超過負担が続いて、

毎年どんどんどんどんふえていっているよう

な状態ですよね。今回、その56疾患から300

疾患にふえるということで、やはり財源の話

も、今法案に対する情報収集されているんだ

というふうに思いますが、これも、毎回、知

事会とか、皆さん方も国の要望に上げていら

っしゃいますけれども、これが今の状況のま

ま、そのまま上がってきたときの県予算に対

するインパクトも十分皆さん方の中で協議は

されていると思いますが、ぜひここは頑張っ

て、国のほうと、地方全部でスクラムを組ん

できちんとやっていただくようにお願いをし

たいと思っております。 

 

○下村健康づくり推進課長 池田委員がおっ

しゃるとおり、これまで法に基づく対応で―

―特定疾患については法に基づく対応でござ

いませんでしたので、そういう意味で、国、

県２分の１ずつの負担ということでしたけれ

ども、実際は国の補助額が所要額の60％程度

ということで、一般財源ベースでいきます

と、約５億ほどの超過負担が生じてきておっ

た状況です。これにつきましては、池田委員
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を初めとしまして、県議会の皆様方の支援を

受けて、今回法案に至ったのではないかと思

います。法案が提出されたということで、こ

の超過負担の問題も、ある程度といいます

か、解消をするというふうに認識をしている

ところです。 

 今後は、またそういったところもしっかり

押さえながら対応していきたいと思っていま

す。 

 

○池田和貴委員 わかりました。ぜひ頑張っ

てください。私たちも、そこはよかったで

す。 

 もう一点、済みません、あと１点だけちょ

っと聞かせてください。 

 歯科の関係なんですけれども、39ページ、

歯科医療確保対策事業、これ、障害児者や休

日の歯科診療を確保するために、口腔保健セ

ンターの運営について助成するとございま

す。これは、県の医師会会館の隣にある保健

センターへの助成だというふうに思うんです

が、ここは、県の歯科医師会のほうからも話

があると思うんですけれども、かなり経営が

厳しくて、九州各県の中では、やはりこの運

営についての助成がちょっと熊本県は一番低

いような状況でございます。 

 その中で、ここに通われる方の割合を見て

みますと、大体８割が熊本市にお住まいの方

なんですよね。もちろん県全体でやることで

すし、場所が熊本市にあるので、そこはそれ

で私はいいと思うんですが、やはり政令市に

なった熊本市とは、ここについては、やはり

県の歯科医師会、熊本市の歯科医師会も含め

て、もう尐し障害者や障害児の皆さん方の歯

科診療のことを考えると、話し合いをしてい

く必要があるんじゃないかと思うんですけれ

ども、その辺の話し合いはされているんです

かね。 

 

○立川医療政策課長 今、委員おっしゃいま

した障害児の歯科保健については、先生がお

っしゃったとおり、県歯科医師会が行ってい

る口腔保健センターで行っております。そし

て、私どもも、その中の、来訪されるといい

ますか、患者さんが熊本市の方が多いという

ことも聞いております。県歯科医師会のほう

からは、実は、熊本市のみならず、もっと地

域にもこういったのをつくるべきではないか

といったような声も承っているところではご

ざいます。 

 先生おっしゃいました市との関係、これ、

費用負担のことも含めてになると思いますけ

れども、それについて、実際、お金の負担に

ついて、尐なくともまだやっているという現

状はございません。ただ、市にも医療政策課

という私どもと同じ名称のセクションがござ

いますけれども、そういったところで、全体

の障害児者の口腔保健のみならず、市の分に

ついて尐しちょっと協議をやってみたいと思

います。 

 

○池田和貴委員 ぜひよろしくお願いしたい

と思います。 

 歯科診療については、一般の皆さん方も、

歯科診療と体の健康というのは非常に密接な

関係にあるので、力を入れられているところ

でございます。ある意味障害者の皆さん方の

そういった歯科診療を受けるそのことも、ぜ

ひ視野に入れて協議を続けていただくことを

要望しておきます。 

 以上でございます。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○早田順一委員 池田委員の最初に申されま

した鳥インフルエンザの件なんですけれど

も、大変職員の皆さん方には、３交代で対応

され、今も継続して、消毒ポイントとか、監

視体制をされているということで、本当にお
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疲れさまでございます。 

 それで、県民の皆さんからの相談ですよ

ね、何か相談窓口を設置されたと聞いており

ますけれども、現在までに、あっているとす

るならば、何件ぐらい相談があって、重立っ

た内容というのがどういったものがあったの

かというのをお聞きしたいと思います。 

 それからもう一点が、29ページの障がい者

支援課なんですけれども、発達障がい者支援

センター事業で、この相談窓口、この件で、

平成25年度が、平成26年の２月末までで2,38

3件の相談があっているということで、大変

多いんじゃないかなというふうに思いますけ

れども、相談を受ける側の体制というのは何

人で対応されておられるのか、ちょっとその

辺をお尋ねいたします。 

 

○髙木健次委員長 最初の質問はどなたか。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。 

 健康危機管理課のほうは、現場に行きまし

た、従事した職員の健康面から支えるという

ことで、医師、薬剤師、保健師等から成る健

康観察チームをまず派遣しました。延べ110

名程度、第１陣から第10陣まで、10チーム11

0名程度派遣しております。 

 また、防護服を着て…… 

 

○早田順一委員 済みません、相談が、どう

いう相談があったとか、県民からの。 

 

○一健康危機管理課長 わかりました。な

ら、相談だけ。 

 私どもは、鶏肉、鶏卵の安全性といった面

で啓発しましたが、そういったものについて

御相談がありました。安全でしょうかといっ

た御相談がありましたので、そもそもウイル

スは人にうつりませんということを言いまし

て、鶏肉、鶏卵は域外には出ておりません、

出荷されておりませんと。出荷するやつは一

般的に消毒してから出していますということ

で、安全ですという御説明をしております。

こういったものについては、学校給食センタ

ーとか、老人ホーム等からもありました。個

人等からも、御質問といいますか、御相談が

ありまして、そういった安全ですという説明

をしております。 

 

○髙木健次委員長 何件があったということ

はわからないですね。 

 

○一健康危機管理課長 件数は、健康危機管

理課で直接受けている分と保健所で受けてい

る分がありますもんですから、ちょっと件数

までは把握はしておりません。 

 

○早田順一委員 件数はわかりましたけれど

も、その内容については、やっぱり安全面の

内容が多かったんですかね。それとか、例え

ば多良木の人たちからの相談があったとか、

そういうのはなかったんでしょうか。 

 

○一健康危機管理課長 私どもの課が健康危

機管理課ということで、食品の安全関係を担

当しているもんですから、鶏肉、鶏卵の安全

性については御質問があったということでご

ざいます。 

 

○早田順一委員 あとは農林水産課というこ

とですかね。 

 

○一健康危機管理課長 それ以外の質問は、

ちょっと私どもでは受けてはおりませんの

で、ほかの面はちょっとわかりません。 

 

○早田順一委員 わかり次第で構いませんの

で、まとめて、どういった内容かとか、件数

とかわかれば、後日で構いませんので、教え

ていただきたいなというふうに思います。 
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○一健康危機管理課長 そのようにしたいと

思います。 

 

○松永障がい者支援課長 発達障がい者支援

センターのスタッフ体制ですけれども、これ

は国庫補助事業で行うことにしておりまし

て、国庫補助の基準としては４人を想定して

ありまして、実際に「わっふる」も「わる

つ」も、常勤職員４名で相談に当たっていた

だいております。 

 そのほかに、「わっふる」さんのほうで

は、発達障害の専門医の方が、非常勤みたい

な形で時々専門相談を受けることになってお

りますし、「わるつ」さんのほうでは、大学

の先生が、発達障害の専門家の先生が、やっ

ぱり非常勤みたいな形で月に数回、月に１～

２回だったですかね、アドバイスをしたりす

る形をとっておられます。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 ちょっとこの件を聞いたの

は、ある施設に行って、障害者の方が相談窓

口に電話されたということで、ちょっと何か

対応がいまいちだったというようなことを聞

いたんですよね。だから、人数が、体制です

よね、体制がきちんと整っているのかとか、

ちょっとそこが心配になったもんですからお

尋ねしたんですけれども、その辺の何か苦情

とかそういうのはあってないんでしょうか。 

 

○松永障がい者支援課長 直接こちらのほう

には苦情は届いておりませんが、やっぱり相

談を申し込まれて、１月ぐらいは待たされる

というお話は聞いてはおります。相談件数が

多いものですから、すぐは対応できないとい

う状況はあるやに聞いております。 

 

○早田順一委員 ということは、１カ月も待

っとかにゃんということは、体制的には無理

があるんじゃないですかね。この辺の強化と

いうのは必要じゃないかと思いますけれど

も、いかがですか。 

 

○松永障がい者支援課長 今、熊本県では、

発達障害に関する相談体制としましては、３

層階層でやるようにしていまして、１次圏

域、２次圏域、３次圏域という形にしていま

す。この発達障がい者支援センターは、熊本

県としては、２カ所設置している３次機能と

しての相談機関という位置づけをしておりま

して、１次相談機関、２次相談機関が多尐ま

だ弱いものですから、いきなり３次の相談機

関に集中しているという状況があるかという

ふうには感じております。 

 それで、１次相談機関、２次相談機関のほ

うの相談能力の強化を今後は図っていきたい

というふうに思っております。 

 

○早田順一委員 今話を聞きよったら、トー

タル的に相談体制というのがちょっと弱いの

かなという気がします。１次、２次が弱くて

３次に集中しているとかですね。だから、全

体的含めてそういう体制づくりをきちんとし

ていってもらいたいというふうに思っており

ますので、その辺はぜひ御検討いただきたい

というふうに思います。 

 

○小早川宗弘委員 同じく29ページなんです

けれども、関連して、県南のほうに「わる

つ」さん、県南の発達障がい者支援センタ

ー、私も、この発達障害の対策については、

非常に５～６年ぐらいもう力を入れて取り組

んでいます。大分世間一般というか、県内の

認識というのは高まってきたのかなと、体制

も、徐々にではありますけれども、100％で

はありませんけれども、機能は弱いにしろ、

そういう体制が着実に整ってきたのかなとい

うふうには思っておりますけれども、先ほど

早田委員がおっしゃったように、１カ月待ち
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とかですね、最初「わるつ」さんも２～３カ

月待ちというとが大分縮んで１カ月待ちにな

ったというふうなことを、この前ちょっと懇

親会があったもんですから、そういう話を聞

いております。 

 その29ページの３番、新規事業、発達障が

い者支援医療体制整備事業、ここが非常に重

要なことが書かれていると思いますけれど

も、医師の確保というふうなことで、身近な

地域で発達障害に対応できる医師を確保する

というふうな事業が今年度から進められてい

くのかなというふうに思いますけれども、こ

れ、今現在、非常に専門の先生方の数が尐な

いというのは聞いとっとですけれども、今現

在、県が把握しているその発達障害に特化し

た先生の、医師の数というのはどのくらいの

数を把握されているのか、そしてこの計画に

よってどれぐらいまでふやすのか、具体的な

数字があれば教えてください。 

 

○松永障がい者支援課長 医師の数としては

把握をしておりませんが、発達障害の診療を

行っておられる医療機関の数として、ある程

度把握をしております。 

 まず、小児科のほうでは、14機関を今確認

しています。あと、精神科のほうなんです

が、発達障害も子供から大人まであるもので

して、大人のほうは精神科のほうになるんで

すが、発達障害を診ているという精神科は、

18医療機関ということはあっております。 

 

○小早川宗弘委員 わかりました。ぜひもう

この「わるつ」さんとか、地域の療育機関と

か、支援センターと医療機関との連携という

のを、もうちょっと深めていただきたいなと

いうふうに思います。 

 支援センターの方々も、さまざまなパター

ンのそれぞれの障害の方、発達障害の方が来

られて、多分専門的な知識は持っとんなはる

かもしれぬばってん、よくよく診断まで、診

断までというか、どういうふうなサポート体

制でいくかというのは時間がかかると思うと

ですよね。それとまた、医療機関が連携をし

てやれば、もう尐しは早期発見、あるいは早

期支援につながっていくのかなというふうに

思いますので、この1,600万ですか、この予

算を有効に活用していただきたいというふう

に思います。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかに。 

 

○鬼海洋一委員 関連ですけれども、この文

章に書いてあること、やろうとしているこ

と、よくわかります。主にどこがこういう連

携をとるための具体的な活動という、ここは

保健所を中心にやっているんですか。これ

は、地域が、つまり精神医療ができる医者と

それから小児科、その連携をやっていかない

かぬわけですから、地域的にもかなり限定さ

れるというふうに思うんですけれども、そう

いうものについて、どこが指導するという

か、あるいは具体的に中心になって進めてい

るのかということ、いかがですか。 

 

○松永障がい者支援課長 この29ページの３

の事業について、まず御説明をさせていただ

きますと、今回は、熊本大学医学部の附属病

院のほうにこの事業をお願いして、人材の養

成等をまず行っていただきたいとしておりま

す。 

 この事業によりまして、専任の医師を配置

していただきまして、その方が中心となって

地域診療への働きかけ、また、その各地域で

の開業医の小児科の先生ですとか、市町村の

保健師の方々とのネットワークづくり等を、

この熊大の専任の医師を中心にして今後働き

かけをしていきたいというふうに思っており

ます。 

 



第２回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年４月24日) 

 - 26 - 

○鬼海洋一委員 そういう意味では、どっか

地域指定をやるとかということが次に出てく

るというふうに思うんですけれども、きょう

はもうここでいいんですが、そういう状況だ

ということを認識させていただきましたの

で、また私たちも勉強しながら、さまざまの

取り組みに対する要望をしていきたいという

ふうに思います。 

 それ以外の件で簡単にきょうは――久しぶ

りにこの委員会に帰ってきまして、かなり変

化をしているところも見受けられるわけであ

りますけれども、きょうは簡単な２点だけ質

問したいと思います。 

 まず、先ほどの鳥インフルエンザ、池田委

員のほうからは、海外の反応について、すば

らしい評価をいただいたという、そういう報

告を、もうすごいなというふうに思いまし

た。 

 それから、同時に、きょう囲み記事の中で

も、木原衆議院議員が、特に自衛隊の取り組

みについて高い評価をいただいたその報告、

紹介していただいている、これまた、今回の

特徴の一つではないかというふうに思いま

す。 

 防衛議員連盟あたりも相当活躍されたとい

うお話でありますから、先ほど審議官来られ

ましたけれども、自衛隊のですね、行かれた

方々が相当大きな力を発揮されたんだなと思

います。 

 そういう一方で、職員が物すごい努力と貢

献をされているというふうに思うんですね。

新聞で報道されましたように、とにかくもう

臭くて逃げ出したいというふうに思ったけれ

ども、やっぱり県職員としての使命感に基づ

いて最後までやり遂げたという、こういう報

道があっていました。 

 きょう私が質問いたしますのは、これにつ

いても、わずかの時間であったにもかかわら

ず、呼び出しを受けた職員はすぐ応じていた

だいて、今お話しのとおりに、かなり多くの

配置をすることができたという話を聞いてい

ますし、それから、危険手当が、先生幾らと

思いますかと、わずか何百円かの危険手当し

かなかですばいという話もありましたが、い

ずれにしても、職員のこういう危険に携わ

る、活動に対する担保をどうしていくのかと

いうことも、この辺で考えておかなきゃなら

ぬのではないかというのが１つと。 

 それからもう一つは、ケアですね、職員が

そういう危険な作業に従事した場合の――人

間への伝染はありませんよということになっ

ているけれども、しかし、世界各国の中で

は、人間のほうにうつったという経過もある

わけでありますから、そういう意味では、従

事した人に対するケア対策をどうするかと、

非常に重要だというふうに思うんですが、そ

の辺はいかがでしょうか。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。 

 職員へのケアという点でお答えさせていた

だきたいと思います。 

 現場においては、先ほど、健康観察とか、

防護服の着脱等々の指導もやっております

が、現場から県庁のほうに帰ってこられるん

ですけれども、10日間は健康観察をするとい

うことでありまして、そういった健康観察を

10日間実施するということと、あと、精神的

なケアもするという２点で、健康福祉部長名

と総務部長名の両名で、各所属に対して、職

員ですね、毎日の何か体温が上がったとかと

いった場合には、こういうカードは最初から

配ってありますので、そのカードに記載して

所属長に出してください、何か異常があった

ときは、最寄りの保健所長のほうにお出しを

してくださいといったことで通知を出してい

るところでございます。これは、県職員だけ

じゃなくて、御協力いただいた市町村等にも

その所属のほうでしていただきますようにと

いうことで、何かあったときは保健所のほう
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に御相談くださいといった文書を出しており

ます。まだ10日間たっておりませんので、ま

だ今途中というところで、実績等の数値はま

だ把握はしておりません。 

 

○鬼海洋一委員 その点をよろしくお願いし

ておきたいと思います。 

 それから、これは32ページ、寄附講座が始

まってかなり年数がたちました。それぞれ大

変な努力をいただいているわけですが、この

寄附講座の現状を、どの程度まで進んでいる

のか、各地域の期待感に応える状況は現状ど

うなのかということについて、簡単に報告い

ただければありがたいと思います。 

 

○立川医療政策課長 私どものこの資料の中

で寄附講座が４つ、３つはタイトルついてい

ますけれども、１つは、脳卒中、心筋梗塞は

文章の中にありますけれども、４つの寄附講

座を開設いたしております。これは全て熊本

大学附属病院でございます。 

 これは、先生御存じのとおり、地域医療再

生基金で造成しております。 

 まず、32ページにありましたのは、地域医

療システム学寄附講座と地域専門医療推進学

寄附講座ということでございまして、どのよ

うな成果が上がっているかというふうなこと

でございますけれども、例えば２番目の地域

専門医療推進学寄附講座におきましては、昨

年度におきましては、18名の医師を各公立病

院や公的病院に派遣しておりますし、そこで

の医師不足等にも十分貢献をしているかと思

います。 

 それから、私の説明の中でもちょっと触れ

たんですけれども、４つ目の脳卒中、急性冠

症候群医療連携寄附講座におきましては、こ

れは、今阿蘇医療圏を中心的にフィールドワ

ークもやっておりますし、具体的にいいます

と、阿蘇中央病院のほうに人的支援を、非常

勤医師ではございますけれども、脳神経外科

でありますとか、神経内科でありますとか、

リハビリテーション、循環器等に非常勤医師

と常勤医師それぞれ派遣しておりますし、あ

る意味大学でのシステムをつくったりとかだ

けではなくて、実際の地域においても医師を

派遣しておりますので、それなりに十分効果

を上げているというふうに思っております。 

 以上です。 

 

○鬼海洋一委員 それで、寄附の状況、それ

はいかがでしょうか。 

 

○立川医療政策課長 額でございますでしょ

うか。 

 

○鬼海洋一委員 いや、全体的に支援の状況

というのはどうなっているのかですよ。 

 

○立川医療政策課長 私ども金額については

把握しておりまして、基本的に地域医療シス

テム学講座につきましては、市町村が４分の

１は出しておりますけれども、そのほかは県

が出しております。 

 ほかの、４つあると言いましたけれども、

それにつきましては、県のほうから基本的に

全額出しているというふうに認識しておりま

す。 

 

○鬼海洋一委員 やっぱりここをどう強化す

るかということが県内の医療体制を整備する

上で非常に大きな柱だというふうに思います

ので、我々ももちろん支援もしていかなきゃ

ならぬと思いますけれども、ぜひよろしくお

願いしておきたいと思います。 

 

○髙木健次委員長 ほかにありませんか。 

 

○松岡徹委員 まず、部長からお話があった

鳥インフルエンザ関係、これについては、き

のう、政党として知事宛てに申し入れをいた
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しました。窓口は企画と農水に対応していた

だいたんですけれども、全文はブログなどに

載せておりますので、後で見ていただければ

と思いますが、その中で、鳥インフルエンザ

の防疫対策でのガイドラインがありまして、

それに照らして健康福祉にも関連する点が４

点ほどちょっとありますので、ちょっと伺っ

ておきたいと思います。 

 １つは、このガイドラインの基本方針とい

うところに３つ柱がありまして、予防と早期

発見、それから初動対応というふうにあるん

ですけれども、２と３の点は、もうまさに各

委員がおっしゃったように、13日の疑似患畜

が明らかになって以来、知事を先頭に、本当

に職員の皆さんが頑張っていただいたことに

は深く敬意を表するわけですけれども、この

予防のところが、ガイドライン自体に、農林

水産省がやるべきこと、都道府県がやるべき

こと、市町村がやるべきことというふうにあ

るんですけれども、国のところには、ウイル

スの侵入対策とかというのがちょっと書いて

あるんですけれども、都道府県のところに

は、いわば発生してからの対策はいっぱい書

いてあるんだけれども、予防については言及

していないんですね。それで、私はやはり予

防が大事だと、そこのところを国とも協議し

ながら、県としての対応を整理する必要があ

るんじゃないかなということを、申し入れの

一つに入れとったんですけれども、ここら辺

はどう考えていらっしゃるのかなと。 

 それから、２つ目に、結局は、今度のイン

フルエンザのあれは韓国から来た鳥がという

のが99％ぐらい間違いないだろうというのが

明らかになったり、いろいろあるわけですけ

れども、数年前の鳥インフルエンザの人への

感染なんかは、上海を中心に、中国はね。僕

は、国がもっとこの問題を位置づけること

と、アジアとも連携して、科学的にルートの

解明とか、対策などを明らかにしていくとい

うような点なんかを２つ目にですね。 

 それから、３番目に、ガイドラインの55ペ

ージに消毒ポイントというのが書いてあるん

ですけれども、いろいろ書いてあるんだけれ

ども、今回の場合は、最初は11カ所だったの

が17カ所になって、多良木の町に行って副町

長さんとお話をして伺ったら、多良木町独自

で２ポイント、消毒ポイントをつくっている

というわけですね。それで、きのうも言った

のは、このガイドラインに基づいて、消毒ポ

イントの補強といいますか、充実といいます

か、見直しをもう尐し考えたらどうかなとい

うことを言いました。 

 それから、４番目に、家畜の危機管理、今

畜産課の衛生防疫班が直接的に対応するよう

になっているんですよ。ところが、鳥インフ

ルエンザがあり、口蹄疫があり、豚感染病と

かがあって、そして、それらがもう起きれ

ば、もう本当に今回だって知事を先頭にいろ

いろ対処しなきゃならぬという大問題なんで

すね。ですから、行政全体では危機管理課と

いうのがあって、県としての危機管理対策は

やられているんですけれども、畜産について

は、保健所、家畜保健所、健康福祉部も関連

したところもありますし、さまざまな点でも

う尐し機構的な整備をする必要があるんじゃ

ないかなというようなこともちょっと提案と

してはしたんですけれども、全体に関係しま

すので、部長のほうのお考えをちょっと聞い

ておこうかなと思います。 

 

○松葉健康福祉部長 鳥インフルについて

は、鳥自体の伝染病でございますので、基本

的に農政部が対応しております。ただし、人

にうつる可能性もありますし、いろんな作業

をすれば、疲れるとか、病気になる面もある

ので、そういう面で健康福祉部が健康管理

を、事前と事後、もう本当にさせていただき

ました。派遣していただいた自衛隊の人なん

かも、最初のうちは私どものほうで健康管理

をさせていただいております。 
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 まず、予防については、鳥の予防なもんで

すから、農政部のほうで、いろんな細かい編

み目のネットを上にかぶせるとか、そういう

指導を徹底して今やっております。以前から

もやられております。宮崎あたりの状況を見

て、それはずっと継続してやられているとい

うふうに思います。 

 それから、アジアとの関係では、先生おっ

しゃるとおりで、国あたりと、国と中国と

か、韓国とか、いろんなところではやってい

ますので、そういう連携を図ってもらいたい

と思いますが、ちなみに、人間にうつった鳥

インフルエンザが中国でありましたけれど

も、それについては、そのウイルスを国のほ

うが持ってきて、ワクチンの培養等の研究も

やられております。そういった面では、ある

程度連携が図られているのかなというふうに

思っております。 

 それから、消毒ポイントの件については、

済みません、私どもよくわかりません。 

 それから、危機管理につきましては、やは

り県全体の話で、今回も危機管理監が中心に

なって対応されておりまして、そういう指示

もありますし、事前に養鶏場で鳥インフルエ

ンザが発生したときの対応というのがあらか

じめもうシステムが決まっておりまして、そ

れに沿って各部が迅速に対応したので、今回

みたいに早く対応ができたということで、そ

れほど改めて――まあ、幾つか細かい点では

改善することがあろうかと思いますけれど

も、システム的には結構しっかりしとるんじ

ゃないかなというふうな理解をしておるとこ

ろでございます。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 結局この問題は、畜産なんで

すけれども、ウイルスがどこの時点で、いわ

ば変質して人への感染ウイルスになるかわか

らぬというところに、いわゆる単に畜産の問

題だけじゃない問題があるわけですね。中国

であった鳥インフルエンザの場合は、ですか

ら、ＷＨＯがやっぱり対応して、そういうこ

とだったと思うんですよ。だから、そういう

ような点で、畜産の衛生防疫班が中心にやっ

ているけれども、これはもう尐しちょっと―

―僕は知事にも言うとってくれときのう言う

とったんですけれども、もう尐しちょっと視

野を広げて考えたらどうかなという問題提起

ですね。 

 全文はブログに出しておりますので、後で

また。 

 あと、委員長、５つの課ぐらいにちょっと

伺いたいと思いますので……。 

 

○髙木健次委員長 なるたけ簡潔に。 

 

○松岡徹委員 まず、高齢者支援課、特別養

護老人ホームの関係ですけれども、待機者が

52万余というのが出ましたが、そのうち、い

わゆる今医療介護総合法案の審議の中で出て

いる特養入所を要介護３以上ということの関

係で、要介護１、２の人が全国的には17万8,

000とか言われているんですけれども、熊本

県の場合の待機者の中で、7,440人の中で何

人いらっしゃるのかなというのが１つです

ね。 

 それから、特養に入所されている要介護

１、２の方の６割が、私が調べたところによ

ると、介護者不在とか、あるいは介護が困難

だとか、特養を出ても住む家がないとか、い

ろんな条件で。そういうような状況に置かれ

ているという実態があるということを何かで

読んだんですけれども、熊本県の場合の実態

把握として、いわば法案では、要介護１、２

の人は除くというふうになっているわけだけ

れども、本当に実態としてはどうなのかとい

うのは把握されているんでしょうか。また、

そういうものをもう尐し反映していくべきじ

ゃないかと思いますので、その点、まず第１

点目ですね。 
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○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 まず、特養の入所申込者のうちの実態調査

の結果を３月に公表したところでございま

す。その際の要介護３以上及び要介護１、２

という数字のお尋ねかと思います。 

 今回、特養の入所申込者7,440人でござい

ましたけれども、要介護１の方が682名、要

介護２の方が1,304名ということで、要介護

３の方が1,785ということで、要介護４、要

介護５は、それぞれ1,935と1,533という数字

でおります。 

 次に、現在の特別養護老人ホーム入所者の

要介護度１、２の方の約６割が、介護者不在

であるとか、介護が困難とかいうことをお聞

きだということでございますが、もともと現

在の特別養護老人ホームの入所基準といいま

すか、につきまして、単に要介護度だけで決

める制度になっておりませんで、先生言われ

たような家族の状況でありますとか、ひとり

暮らしかどうかでありますとか、どういうサ

ービスを今まで受けられる環境にあったかと

か、いろんなことを勘案した結果、要介護

１、２の方が入っておられるということで、

何らかのそういう事情がある方が入っておら

れるというケースがほとんどだと思っており

ます。 

 具体的な数字については直接把握しており

ませんが、基本的には、その指針の中で、要

介護度もありますけれども、それ以外の要素

も勘案して入所判定するということになって

いますので、当然要介護１、２の方は、そう

いう状況があるということかと思っておりま

す。 

 

○松岡徹委員 課長がおっしゃったとおりな

んですよね、今までは。ところが、今度３以

上にするというのが、これがだから非常に無

理な話だと私は思うんですよ。そこのところ

を、やっぱり実態を本当に県としてもつかん

で、しかるべき反映もすべきじゃないかなと

思います。 

 それから、受け皿についても、サービスつ

き高齢者住宅の話もあるけれども、実際上

は、これはもうかなりお金が高くて、いわば

特養に入っている人は低所得者が多いわけだ

から、なかなか受け皿として成り立つのかと

いうのもありますので、今後ちょっと――き

ょうは最初だから余り議論はしませんけれど

も、一応それだけにしておきます。 

 次に、認知症対策・地域ケア推進課のほう

ですな。 

 要支援１、２の方の８割が、訪問介護と

か、通所介護を利用しているということのよ

うですけれども、熊本県の場合はどうなって

いるのかなということですけれども、いかが

でしょうか。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 松岡

委員の御質問は、要支援１、２の方につい

て、認定を受けている方について何割ぐらい

がサービスを受けているかと……。 

 

○松岡徹委員 訪問介護と通所介護ね。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 ２つ

についてのことだと思いますけれども、要支

援１、２の認定を受けている方は、大体２万

8,000人ぐらいおられます。これは平成25年

の４月末の数字ですけれども、今も大体そう

いう感じだろうと思いますが、ただ、私ども

のほう、今数字として把握しておりますの

は、月々の件数で把握いたしておりますの

で、実数としては今のところまだ把握いたし

ておりません。 

 ただ、市町村のほうでは、当然ながら、委

員が今おっしゃった介護予防、生活支援サー

ビスのほうに２つのサービスが移るというこ

とで、その対策あたりをきちんととるという
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ことをやっておりますので、もう進んでいる

ところについてはもう十分数字を把握してい

るものと思います。 

 私どもも７月からは実数として把握したい

と思っておりますけれども、まだ特に今のと

ころ人数での把握までは、計画の進捗に合わ

せて確認していこうと思っております。 

 

○松岡徹委員 それで、今課長もおっしゃっ

たように、要支援１、２は市町村にという、

こういうことに今計画があるようなんですけ

れども、この問題で、私が、ある全国的な団

体の社会保障推進協議会という団体が、620

の市町村と広域連合を対象にしたアンケート

調査の分析を見たんですけれども、それによ

ると、市町村などの回答で、それは不可能

と、そんなのを受けるのは不可能というのが

31.3％、よかですばいと、可能というのが1

6.1％と、判断不可能というのが39.4％とい

う、620団体ですから、かなりの広範な母数

だと思うんですけれども、その辺のところ

で、これ、熊本県の市町村もそう変わらぬだ

ろうと思うんだけれども、こういうのはやっ

ぱり熊本県としてもつかむべきじゃないかな

と思いますので、つかんでいらっしゃるなら

ば教えていただきたいし、つかんでないなら

ばつかむべきじゃないかと思います。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 今の

介護予防・生活支援のほうに、予防の通所介

護、訪問介護が移しかえられることによって

対処できないというふうに考えている市町村

があるということだろうと思うんですけれど

も、私も、前任のほうからの引き継ぎの際

に、そういうニュースがちょっとあったもの

ですから、確認しましたところ、昨年の10

月、11月時点では、やはり心配されとる町村

もあるやに聞いております。 

 ただ、具体的には、私ども、ちょっと高い

レベルでサービスの充実を図ってもらいたい

と思っているものですから、市町村のほうに

は頑張っていただきたいと思っているんです

けれども、最悪、予防通所介護、訪問介護が

今受けられている方が、そのまま介護予防・

生活支援のほうに移しかえられたとしても、

それはそれで制度としてはあるんですけれど

も、ただ、それでは今のサービスがそのまま

になってしまいますので、要支援者、それか

ら要支援予備軍といったら悪いですけれど

も、そういうふうになりそうな方々、それと

元気な方々を合わせまして、できるだけ通所

介護、訪問介護、予防、そういったものをあ

わせて、元気な方たちにもお手続をいただい

て、サービスの充実を図ろうというふうに考

えております。ですから、そういったお願い

もしているものですから、財源のほうはそん

なに心配されてないかと思うんですけれど

も、どっちかというと、人材の面では心配さ

れるところもあるかもしれません。ただ、そ

の辺については、十分今から支援してまいり

たいというふうに考えております。 

 

○松岡徹委員 きょうはそれでいい。この次

にまた議論しましょう。 

 そしたら、次は、社会福祉課のほうに伺い

たいと思います。 

 改正・生活保護法に基づく運用指針という

のが省令で出されておりますが、この省令を

めぐっては、省令案が出て、そのパブコメが

あって、国会審議もあったんですけれども、

特に、この新たな水際対策というような問題

との関係で、省令案が、省令では、基本的に

またパブコメや国会審議を反映して変わった

点があるんですけれども、社会福祉課として

は、そこら辺のところは何か認識はされてお

りますかね。 

 

○吉田社会福祉課長 社会福祉課です。 

 おっしゃっているのは、生活保護を受ける

権利を侵害しているんではないかとか、文書
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化されたりということで、侵害しているよう

な規定になっているんじゃないかなというふ

うなことだと思います。 

 国のほうの会議でも、いろいろ法的な法議

論上の整理の観点からそういうことを設けた

ものであって、あと、口頭申請にしてたら、

何も現行を変えるものではないというふうな

お話もあっています。 

 県のほうも、私が来ましてからも新任担当

者会議とかいろんな会議あっていますけれど

も、法の相談に当たっては、相談者の申請権

を侵害しないとか、侵害していると疑われる

行為は厳に慎んでくださいというふうなこと

を申し上げていますので、そういったスタン

スでやっていこうかなというふうに思ってお

ります。 

 

○松岡徹委員 結局は、今課長がおっしゃっ

たように、国会での答弁はなされているんで

すよ。ところが、省令案のときの大事な点

は、いわゆる生活保護の申請は口頭でもでき

るというふうに、これが原則なんですよ。国

会答弁でもそうなっている。ところが、その

省令案のところでは、字が書けない人みたい

な限定した人だけであって、あとは文書で

と、こういうふうに省令案ではなっとったん

ですよ。 

 それからもう一つは扶養義務の問題、これ

は前提ではないということでなっとったんだ

けれども、省令案の段階では、生活保護を新

たに受給する場合は、その人の親族に全部通

知をするというふうになっとったんですよ。

これはパブコメなんかで猛烈な批判もあっ

て、それで省令が今度出されたのでは、そこ

のところは、また国会答弁に沿って改まった

んですよね。私は、一昨年のこの厚生常任委

員会でも、生活保護問題のいわば水際対策に

ついてはかなり議論をしたんですけれども、

そこのところは、よくちょっと課長もしっか

り受けとめていただいて、やはり憲法25条、

生活保護法の基本的な考え方、立場に立って

対応していただきたいなということを求めて

おきたいと思います。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。――まだありますか。 

 

○松岡徹委員 あと２つか。子ども未来課で

すけれども……。 

 

○髙木健次委員長 松岡委員、ほかの方も質

疑があるかもしれませんから。 

 

○松岡徹委員 委員長、やっぱり年に４回し

かない委員会だから、議論ができるように委

員長としての御配慮をいただきたいと思いま

す。 

 

○髙木健次委員長 それはわかっていますけ

れども、ほかの方、まだ一言もしゃべってい

ない方もおられますので、最終的にね……。 

 

○松岡徹委員 ほかの人たちが発言されてか

ら回そうか――よかですか。 

 子ども未来課にちょっと伺いますけれど

も、乳幼児医療費助成事業ですけれども、極

めて残念なことに、熊本県は、入院では４歳

未満で全国の一番下にありました、去年の４

月１日付の資料ではね。通院では、大体全国

の下のランク、７県の中の一つに入っとった

んですけれども、今年度に入ってこの変化が

あるかどうかですね。 

 それからもう一つは、熊本県内の市町村の

子供医療費の問題で、４月から新たに高校ま

で無料にしたところ、中学校３年まで無料に

したところが新たにふえたかどうかですね。

私の認識では、例えば高校までですと、芦

北、和水がありましたけれども、山鹿が何か

するとかいう話も聞いとったんで、その辺、

つかんでおられればと思います。 
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○福田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 21ページの一番上に書いております(4)の

乳幼児医療費助成事業のお尋ねでございま

す。 

 この事業は、乳幼児医療費の助成を行った

市町村に対して県が補助をする事業でござい

ます。先ほど委員御指摘のように、25年４月

現在で、熊本県は４歳未満を補助対象として

いるところでございまして、これを全国的に

見ますと、入院は全国で最下位です。通院に

つきましても下から４番目という状況でござ

います。この状況は、私どもがつかんでおり

ます最新の情報は25年４月現在でございます

ので、26年４月現在の情報はまだつかんでお

りませんが、大体同じ状況ではないかと推測

しております。 

 それから、県内の市町村が実際にどの程度

医療費の助成を行ったかということでござい

ますけれども、25年の４月から26年の４月に

かけまして、全部で９つの市町村が、１年前

よりも幅広く対象を拡大しているようでござ

います。その中で、例えば、新たに中学３年

まで対象を広げたところを申し上げますと、

玉名市、大津町、あさぎり町、球磨村、津奈

木町といった５つの市町です。それから、高

３まで、26年４月現在で対象を広げましたの

は、和水町、芦北町に加えまして、五木村で

ございます。先ほどお話がありました山鹿市

につきましては、今年度中に高３まで対象を

拡大する予定ということで聞いております。

さらに、人吉市におきましても、今年度中に

対象を拡大する方向で検討中と聞いていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 ありがとうございます。 

 なら、委員長、最後に。 

 障がい者支援課のほうにちょっと伺いま

す。 

 重度心身障害者医療費助成事業なんですけ

れども、これで熊本市と天草市が一部現物給

付をしているようですけれども、やっぱり重

度心身障害者の医療費助成ですから家族も大

変なんですよね。一回納めて、またというこ

とじゃなくて、やっぱり現物給付というのは

強い要望としてあるんですけれども、ところ

が、これはもう県のほうもよく御承知のよう

に、国が国庫負担を減らして、ペナルティー

をするもんだから、私は、毎年５月、各省庁

との交渉といいますか、要望をするんですけ

れども、今度も行きますけれども、毎年厚労

省ともやり合うんですけれども、非常にもう

おかしなことだと思うんですが、結局はそれ

で県もなかなかということなんだけれども、

実際はですね。これがどれだけ減額されるの

か、それをちょっと教えてほしいと。 

 そして、国に対してこれまでも課長会議と

かいろいろなところで言ってこられたと思い

ますが、ぜひこの問題は、解決するために、

それこそ部長を先頭に頑張っていただきたい

と思いますけれども、その辺、ちょっといか

がでしょうか。 

 

○松永障がい者支援課長 現物給付をしてい

る市町村への補助率がどうなるかというとこ

ろにつきましては、済みません、具体的には

今資料持ち合わせておりませんので、また後

日説明させていただきたいと思います。 

 

○松岡徹委員 国保のほうに、額としてはな

るわな。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国民健康保険

のほうでは、現物給付の場合には、給付費、

いわゆる32％は国保の給付費として国庫負担

していくわけですが、それを低減させてまい

ります。低減率につきましては、低減対象の

費用額と比較によるわけでございますけれど
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も、一般的に県内では８割程度――済みませ

ん、具体的な数字といたしましては、0.879

とか、0.9441とか、それぞれの数字によって

異なるんですけれども……。 

 

○松岡徹委員 それはいいけん、幾ら大体マ

イナスになるんですか。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 合計で計算い

たしますと、24年度で１億500万円程度、こ

れ、全市町村分でございます。これ、乳幼児

医療の現物給付も全部含めて１億500万円程

度の減額措置がとられております。 

 

○松岡徹委員 これは乳幼児医療も含めて１

億……。 その重度障害者にすれば、ごくわ

ずかなあれでしょう。そういう形では出てこ

ないわけ。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 ２カ町村でご

ざいますので、先ほど委員がおっしゃいまし

たように、現物給付をしているところは、熊

本市と天草市ということでございますので、

相対的にその減額の費用の割合低くなってお

ります。 

 

○松岡徹委員 私が聞いているのはそうじゃ

なくて、現物給付を全体とした場合にどのく

らいのペナルティー額になるのかなというこ

と、２町村のあれじゃなくて。 

 今ちょっと急に聞いたからわからぬなら後

日でもいいですけれども。それ、ちょっと教

えてください。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 あくまでも私

どものほうとしては実際の減額の数字でもっ

て計算してまいりますので、減額したならば

という実際の数字が出てこないと、今計算上

は出てこないという形になっております。 

 

○松岡徹委員 それはちょっとまた考えてみ

て。以前、子供医療費のときに、子供医療費

の現物給付した場合に幾らになるという試算

を出していただいたことがあるもん。だけ

ん、出ると思うので、今出なくていいですか

ら、また後日相談してもらってお願いしてお

きます。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 そのときに計

算したものは、現在乳幼児医療を実際適用し

た場合の結果でもって計算いたしまして、9,

400万という数字を出したところでございま

す。今回、同様に計算いたしまして、重度心

身障害児者の医療も含めまして１億500万円

という計算をいたしております。 

 

○松岡徹委員 含めて。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 はい。 

 

○松岡徹委員 なら、この次また聞きます。

よかです。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○藤川隆夫委員 ３点だけ、簡潔に答えても

らえればと思います。 

 １点は、特別養護老人ホームの看取り空

間、どんなイメージを持ってこの事業を進め

られようとしているのか、イメージをちょっ

と教えていただければというのが１点。 

 もう一点は、障がい者支援課で、工賃アッ

プの計画、毎年出てきていると思うんですけ

れども、その中で、官公需の発注を拡大する

という話が毎回出てきているんですよね。現

実問題として、県、市町村の官公需、金額ベ

ースで構いませんので、どの程度出している

のかという話、どの程度伸びてきているのか

という話をちょっと聞かせてもらえればとい
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うのがもう一点。 

 もう一点が、風疹の予防接種に関して妊娠

を希望する女性という書き方をしてあります

けれども、なぜ妊娠を希望する女性だけなの

か。この中で、たしか風疹の予防接種をして

いる人は外れていると思うんですけれども、

それはなぜなのか。小さいころ予防接種をし

ても、抗体下がってきますから、妊娠すると

きに罹患する可能性があるんだけれども、な

ぜこういう書き方しているのか、その３点を

お願いします。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 看取り空間整備支援事業についてのイメー

ジといいますか、の御質問だったかと思いま

す。 

 今回の、今年度の新規事業ということで80

0万円計上させていただいております。 

 一応対象としましては特別養護老人ホーム

でございますけれども、なかなか特養の場

合、多床室が非常に多い状況がございまし

て、県所管の広域型特別養護老人ホームでい

きますと、ほぼ１対２の割合で多床室が今多

い状況がございます。そういう事情もありま

して、なかなかみとりする場合の部屋といい

ますか、そういうスペースがないというよう

な状況がございまして、家族がみとられるに

しても、長期にわたる場合の泊まられる場所

とか、そういう場所を確保する必要があるん

ではないかということで、新たに事業化した

ものでございます。 

 実際あいている既存のスペースを改修する

場合で100万円、例えば、既設の施設で例え

ば改築をされる場合、前の施設をまた改修さ

れる場合もありますし、新たに改築される場

合でも、別途そういう空間が必要なケースも

あろうかと思っております。ただいまその辺

の詳細につきまして、要領につきまして詰め

ているところでございまして、今月と来月中

にはそれを詰めて関係団体にはお示しできる

かなと思っているところでございます。 

 

○藤川隆夫委員 基本的には多床室に関して

みとり空間を設けるという考え方のように今

聞いたんですけれども、そういうふうな理解

でよろしいですか。 

 

○中島高齢者支援課長 ユニット型につきま

しても今検討中でございまして、どうする

か、現時点ではまだ決めておりません。 

 

○藤川隆夫委員 基本的にユニットケアとい

うのは、家族も一緒にと、最期までみとれる

空間という形でつくり始めたと思うんですよ

ね。それでいくと、今の話は矛盾しています

よね。基本的に多床室につくる分には構わな

いと思います。なおかつ、みとりを特養の中

で家族が来てみとる、非常にイメージ的には

いいんですけれども、現実は、物すごい落差

があります。家族、ほとんど来ませんよ。亡

くなってからやっと電話して、来るか来ない

かの世界ですよ。それが現実です。なおか

つ、みとりするときに医者が要りますよね。

医者は特養の場合は週１回か２回ですよ、回

診に行くのは。その人が、じゃあ亡くなった

ときに来るかというと、それもクエスチョン

ですよ。きちっと連携がとれてたら行きます

よ。そうじゃなかったら、次の日の朝という

ことだってあり得ますよ。 

 そういうようなことも踏まえて、これ、や

ること自体構わないので、実際に検証してい

っていただいて、本当にこのみとり空間が役

立つものという形になれば、これは広げてい

っていいと思うんですよね。だけど、そうじ

ゃないんだったら、やっぱりこれはある意味

締めていくというか、終わりにさせていくと

いうところまで考えて踏み込んでいってもら

えればと思いますよ。 
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○山田長寿社会局長 この看取り空間整備事

業、ことしから新規ということで始めさせて

いただいておりまして、特別養護老人ホーム

を対象にさせていただいておりますが、どう

いった効果があったとかいう検証をしっかり

行いまして、また、特養には医師が尐なく、

また、ほかの施設でしっかり医師がいる施設

もございますので、どういった場所に、どう

いったことをすれば効果が上がるのかという

ことも一緒に考えていきたいと思っておりま

す。 

 

○藤川隆夫委員 検証結果、また教えてもら

えればと思います。 

 あと２点、お願いします。 

 

○松永障がい者支援課長 官公需の実績です

けれども、ちょっと古い数字で申しわけござ

いませんが、平成23年度の数字ですが、県の

場合で1,600万円余になっています。市町村

の分が１億2,811万という数字になっていま

す。市町村の額のうち、熊本市がプラスチッ

ク容器の中間処理を、大口を１件されたとい

うことでこの大きな数字になっていることも

わかっています。 

 

○藤川隆夫委員 その後の伸びというのは、

今のデータではちょっとわからないというこ

とですよね。 

 

○松永障がい者支援課長 済みません、は

い。 

 

○藤川隆夫委員 であれば、平成23年度から

今度25年、ある程度追いかけていただけませ

んか。そうしないと、一体本当に官公需、拡

大拡大というけれども、どれほど拡大してい

るのかもわからないし、それが障害者の工賃

アップにどれほどつながっているのかという

のが非常に見えにくいので、お願いします。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。 

 風疹について２点御質問ということで、ま

ず、妊娠を希望する女性ということですが、

その後、国の実施要綱とは別に、事務連絡の

通知が来まして、主として妊娠を希望すると

いうことで、その配偶者といいますか、生活

空間を同一にしているパートナーも含めてい

いですといった事務連絡が来ておりまして、

まだ補助要綱は現在検討中なんですけれど

も、それも含めて検討をしているところであ

ります。 

 ２点目の年齢の進行とともに抗体力が落ち

るんじゃないかということでございますが、

厚生労働省が全国で調査した抗体力調査とい

うやつがありまして、年齢別に男女間で風疹

を打った人の抗体力がどの程度維持されてい

るかということで、男性では、20代90とか、

30代79とか、40代84、86、98とか、70代まで

年齢別にしてあります。女性のほうは、ほと

んど90％以上で抗体力持っているということ

で、そういったデータが国から示されている

ということと、時間とともに尐しは落ちるけ

れども、予防に必要な抗体力持っているとい

う評価を国はしているということです。これ

は補助事業でございまして、国の考え方で今

要綱案をつくっているというところでござい

ます。 

 

○藤川隆夫委員 今の説明でいくとそうなり

ますね。だから、現実に、でも実際問題とし

て、子供のころ打ったけどといって抗体調べ

て、抗体下がっている人結構私見ているんで

すよ、現実問題に。だから、そういう方たち

が妊娠を希望する、だけど、この制度に乗っ

かれないということになったら、やっぱりお

かしい話でしょう。そういう意味において

は、だから、妊娠を希望するじゃなくて、こ

の抗体検査を希望する女性はという形に変え
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てもらうと、本当はもっと広範囲に拾えるん

じゃないかと思うんですよね。そういう意味

では、国に対して物申してもらいたいという

ふうに思います。 

 もうよかです、その返事は。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 次に、その他に入ります。 

 その他で何かありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了しました。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

  午後４時38分閉会 
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